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第１章 総論 

 
１．１ 災害対応計画策定の背景と目的 
 

平成７年の阪神・淡路大震災、平成２３年の東日本大震災、平成２８年の熊本地震では、

最大震度７程度を観測し、壊滅的な被害がもたらされた。そのため、多くの尊い人命が失わ

れ、ライフラインも広範囲かつ長期間にわたって停止するとともに、燃料の供給が途絶する

など、市民生活や経済活動に重大な支障が生じた。また、その被災は行政も例外ではなく、

庁舎の被害や職員の被災などによって行政機能が大幅に低下した。 
本市においては、阪神・淡路大震災の発生後速やかに災害対策本部を設置し、職員一丸と

なり組織の総力をあげて災害対応業務に従事したが、想定をはるかに超える大災害であっ

たため、被災直後から指定避難所の運営や要援護者への支援などのマンパワーが大幅に不

足するとともに、災害対応業務と通常業務の配分や通常業務の再開を開始する時期が不明

確であったことにより部局間の業務量にアンバランスが生じるなど業務の遂行に様々な混

乱をきたした。また、各県市から多くの職員の応援を受け入れたが、事前に災害時対応業務

の整理が行えなかったため、応援職員の受け入れの一元化や応援要請の判断をすることが

できず、全市的に災害対応業務を踏まえた応援要請等ができなかった。 
こうした阪神・淡路大震災の経験と教訓及び他市の事例を踏まえ、大規模災害の発生によ

り市役所の機能が低下する中にあっても、市民の生命・身体及び財産を保護し、市民生活へ

の影響を最小限とすることが重要である。そのために、最低限の行政サービスを維持しなが

ら、迅速に災害対応業務を開始するとともに、災害時の応援を可及的速やかに利活用を図る

方針を定めることで、応援団体の力も借りて総力を結集し、早期に行政機能を復旧させるこ

とを目的として「伊丹市災害対応計画（業務継続計画（BCP）・受援計画）」を策定する。 
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１．２ 計画の基本方針 
 
【業務継続能力の向上】 

  阪神・淡路大震災等の経験と教訓を活かし、非常時において必要な人的・物的資源を確

保するとともに、職員の災害対応能力を強化し業務継続能力の向上を図る。 
 

本市が経験した最も過酷な地震災害である阪神・淡路大震災の経験から得られた教訓や

東日本大震災の課題などをもとに、大規模災害発生時において必要となる人的・物的資源

（ヒト、モノ、情報及びライフライン等）について平時から備蓄・整備を行い、ハード・ソ

フトの両面から、災害に対する適切な対応体制の確保を行うとともに、災害時の業務継続の

一翼を担う応援団体からの応援を効率的に利活用することで、発災後も行政機能の保全を

行う。 
 
【非常時優先業務の整理】 

  非常時は、市民の安全の確保を最優先することを主眼に、発災後の時系列ごとに実施す

べき業務の優先度を整理し、優先度の高い業務から着手する。 
 

非常時は時間的制約のある中で、限られた職員のマンパワーで様々な災害対応業務を実

施する必要がある。 
また、災害対応業務だけでなく、市民の生命を維持するためのライフラインとなる業務な

ど、災害時においても停止することのできない業務を継続しつつ、通常の業務体制への復旧

も並行して行う必要がある。 
あらかじめ非常時において実施すべき業務の選定を行うことにより、発災時に適時・的確

に業務を実施する。 
 
【受援体制の確立】 

  災害対応業務は、通常業務と異なり、災害時特有のものが突発的に発生するため、特に

専門性の高い分野においては、人材や資機材などが不足する。そのため、その受援時の優

先順位や窓口を整理し、受援体制の確立を図る。 
 

大規模災害時には、非常時優先業務が膨大化し、その業務を行える人的・物的資源が減少

し、本市の職員だけでは対応できなくなる。また、他都市（他都市とは「国・県・市町村」

をいう。以下同じ。）からは人的・物的資源が次々と送られるが、被災した受入側が対応し

きれない状況である。一刻も早く行政機能を正常化させるためにも、応援職員を如何に利活

用するかを予め定めておくことが肝要であることから、応援業務の整理や受入窓口を定め、

受援体制の確立を図る。 
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１．３ 計画の位置づけ 
 
  伊丹市地域防災計画との関係 
 本計画は、伊丹市地域防災計画（以下「地域防災計画」という。）の下位計画として、地

域防災計画本編「第 2 編 震災対策計画 第 1 章 災害予防計画 第 8 節 動員体制の整

備（各編で準用する場合も含む。）」における業務継続計画（ＢＣＰ）と広域支援を円滑に受

入れるための体制づくりの方針を根拠として策定した。 

 ○関係図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

○地域防災計画（本編）抜粋 

第８節 動 員 体 制 の 整 備   (総務部、危機管理室、全部局) 

１．目  的 
災害の発生が予想されまたは発生した場合、災害応急対策を迅速かつ適確に実施するため、 

必要な人員を動員配備するための体制を整備する。 

２．方  策 
           配備編成計画の作成（総務部） 

           動員配備に対する認識の向上（総務部、危機管理室） 

業務継続計画（ＢＣＰ）の作成（総務部、危機管理室、関係部） 

広域支援を円滑に受入れるための体制づくり（総務部、危機管理室、関係部） 

 

 

  動員体制整備 
上記「２方策」のうち、「配備編成計画の作成」及び「動員配備に対する認識の向上」の

項目は、組織変更又は人事異動等により変更が生じるため、毎年度修正を行い対応する。 
また、業務継続計画においても、「業務継続計画の特に重要な６要素」については、伊丹

市地域防災計画で既に定めているが、本計画に詳細を加え再掲するものとする。 

方策 

伊丹市地域防災計画 
 
 
 
 

災
害
対
応
計
画 

業務継続計画 
（ＢＣＰ） 

 

受援計画 
 

非常時優先業務 応援要請業務 
（受援業務） 

-3-



１．４ 計画の効果 
 
  策定目的 
 本計画は、大規模災害時に最も効果的に非常時優先業務を行いながら、平時の業務遂行

を効率よく維持することにより、迅速かつ円滑な被災者支援の実現を目指すものである。 
 そのため、非常時優先業務の整理を行うことが、業務継続計画（ＢＣＰ）及び受援計画

の共通重要事項として位置づけられるため、非常時優先業務の洗い出しを踏まえ、災害時

の一連の業務負担等を分析し、業務継続計画（ＢＣＰ）及び受援計画を総合的にマネジメ

ントすることで相乗効果を得ながら、災害対応業務を進めることを目的とする。 
 
○ 非常時優先業務の定義 
 
 災害応急対策業務及び、早期実施の必要な災害復旧･復興業務（「災害対応業務」)並び

に、停止することにより市民生活や社会活動への影響が大きい通常業務(｢優先的通常業

務｣)を合わせて、「非常時優先業務」という。 
  
 
             ＝ 災害対応業務 ＋ 優先的通常業務 
 
 
 災害対応業務  … 地域防災計画に掲げる「市災害対策本部事務分掌」 
     Ex 「災害対策本部の設置・運営」、「避難所運営」、「罹災証明書発行」 

 優先的通常業務 … 停止することで市民生活や社会活動への影響が大きい通常業務   
Ex 「通常ごみの処理」、「戸籍届の受理」等、通常業務のうち災害時も継続又

は早期再開すべき業務 

 
 
  策定の効果 
 災害対応計画の作成前は、通常業務と優先的通常業務を区別しておらず、災害時にどの

業務を中止すべきかが、予め整理されていない。そのため、発災後も通常業務を続ける職

場が多く、結果として災害対応業務が滞り、被災者支援が遅れるとともに、行政機能の回

復に時間を要することとなる。（図１【計画策定前】 ） 
 計画策定後には、非常時優先業務の整理を行い、業務継続計画（ＢＣＰ）と災害時受援

計画の効果により、被災者支援を円滑に進めながら、行政機能回復と災害対応職員の負担

軽減を図ることができる。（図２【計画策定後】 ） 

非常時優先業務 
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図１【計画策定前】 災害対応業務負担イメージ 時系列推移 

救援活動期 初動期 

 

図２【計画策定後】災害対応業務負担イメージ 時系列推移 

初動期 救援活動期 
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１．５ 計画の対象組織と各対策部の対応 
 

【計画の対象組織】 

 計画の適用組織は、「市長部局、行政委員会事務局、議会事務局、上下水道局（施設部

のみ）、ボートレース事業局」とする。 
また、消防局や公営企業（ボートレース事業局を除く。）は、専門性が高く非常時優先

業務と通常業務の境目がない人命救助やライフライン復旧、交通インフラ業務を行ってい

るとともに、各々が独自の応援体制等を有しているため、消防部、水道部、医療部、輸送

部、消防団については、各々において業務継続計画（ＢＣＰ）及び受援計画を定めておく

ものとする。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                 （詳細：地域防災計画資料編・様式編 資料６抜粋） 
【各対策部の対応】 

 地域防災計画は、本市のみならず市民や地域団体、企業、指定行政機関も計画の対象と

しているが、本計画は本市の業務について定める。 
 本計画は、市全体の統括的視点での災害対応に関する計画であり、各対策部は、地域防

災計画、各災害個別計画及び災害対応計画をもとに「災害対応マニュアル」を作成するも

のとする。 
 
＜策定主体＞              計画等 
 
 
 
 
 
 
 
 

（災害対策本部視点）    計画の対象組織 

地域防災計画 

災害対応計画 
（業務継続計画・受援計画） 

各災害個別計画 
ex 災害廃棄物処理計画 

○○部 災害対応マニュアル 

＜市防災会議＞ 

＜市長＞ 
＜管理者等＞ 
本計画対象外 組織 

＜各対策部＞ 

災害対策本部 

総 括 本 部 事 務 局 

調
査
部 

環
境
部 

施
設
部 

避
難
部 

援
護
部 

消
防
部 

水
道
部 

医
療
部 

輸
送
部 

消
防
団 

各ＢＣＰ・受援計画 
Ex 緊急消防援助隊受援計画 

物
資
部 
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１．６ 計画の発動基準等 
 
 本計画に基づき、大規模な災害発生時の非常時優先業務を実施する発動基準等を次のよ

うに定める。 
 
  発動基準 
 大規模な災害の発生により、「災害救助法が適用される場合（多数の者が生命又は身体

に危害を受け、又は受ける恐れが生じた場合。）」又は市災害対策本部において本部長が必

要と認めたとき。 
 【本部長が必要と認める基準例】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  対象期間 
 対象期間は、混乱が予想される救援活動期までの「発災時から３ヶ月」を目安とする。

ただし、本計画に基づいて、復旧・復興期を行うことは差支えない。 
 
  発動権限者 
 本計画の発動権限は、災害救助法の適用を除き、市災害対策本部長（市長）とする。 
 なお、本部長（市長）の判断を仰ぐことができない場合には、災害対策本部長の代替職

員の順位による。 
 【代替職員の順位】 

名称 代替職員 
（第１順位） 

代替職員 
（第２順位） 

代理職員 
（第３順位） 

本部長 
（市長） 

副本部長 
（副市長） 

副本部長 
（教育長） 

市長付参事（危機管理担当） 

（詳細：地域防災計画 第２編 第１章 第７節災害対策本部体制等の整備 ） 
 

○配備編成計画（地震防災非常時配備態勢）基準 
 ・防災指令２号（第３配備）を発令したとき（＝震度 6 弱の地震が発生） 

  ・防災指令１号（第２配備）を発令し、かつ、建物倒壊や人的の被害が相当

見込まれるとき 
○業務継続計画基準 
 ・災害により、行政機能の確保が著しく困難なとき 
○受援計画基準 

  ・災害対応業務が質量ともに負担が多くなり、災害対応業務や通常業務を圧

迫し、他都市、民間事業者、ボランティアの応援を要するとき 
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  事務局 
 事務局は総括本部事務局（総務部危機管理室）が担い、本計画の発動手続きに関する事

務を処理する。 
 
  発動の流れ 
 ① 総括本部事務局は発動基準の要件を満たしたことを、市対策本部会議で本部長に報

告し、その報告に基づき、本部長は本計画の発動の要否を決定する。 
 ② 発動が決定された場合、総括本部事務局は、直ちにその旨を各対策部及び防災関係機

関等に通知する。 
 ③ 災害時の規模や被害の状況、本部会議で決定された対処方針に応じて、各対策部は

本計画に基づき非常時優先業務の範囲を定め、非常時優先業務を優先して実施するも

のとする。 
 ④ 総括本部事務局は、災害状況等を常に把握し、必要に応じて関係する機関等へ情報

を伝達する。 
 
  解除基準 
 【計画全体の解除】 
   本部長は、災害対策本部の閉鎖をもって、本計画の全体を解除する。また対象期間

（３ヶ月）又は非常時優先業務が収縮した場合においても、解除することができる。 
 
 【個々の非常時優先業務の解除】 

本部員は、非常時優先業務の進捗状況に応じて、休止していた通常業務を順次再開

させるものとする。 
 

○地域防災計画（本編）抜粋 
 
 
 
 
 

（詳細：地域防災計画 第２編 第 2.1 章 第 2 節初動活動体制の確立、活動開始 ） 
 

  その他 
 業務継続計画及び受援計画の個別に関する基準は、その基準を優先するものとする。 
 
  

５．災害対策本部の閉鎖 
5.1  災害対策本部の閉鎖の判断 

災害対策本部は、市域について災害が発生する恐れが解消したと認めた場合、

または応急措置が概ね完了したと認めた場合は閉鎖する。 
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第２章 被害想定と前提条件 
 
２．１ 被害想定の概要 

地域防災計画「第 1 編 総則 第 3 章 防災ビジョン ２．計画の前提―想定する被害

程度―」においては、（１）地震災害（内陸型）、（２）地震災害（海溝型）、（３）その他

地震災害（連続発生の想定）、（４）水害、（５）土砂災害に 5 分類し、計画想定の前提の

うち最大の被害が想定される（１）地震災害（内陸型）を被害の前提とする。 
（詳細：地域防災計画第１編第３章２．計画の前提―想定する被害程度―） 

  
【被害想定及び実績】 

 （阪神・淡路大震災級） 
地域防災計画想定 

阪神・淡路大震災 
実績 

最大震度 ７ 6 程度と推定 

死者数(死者率) 520 人（0.26%） 23 人（-%） 

負傷者(負傷者率) 3,744 人（1.18%） 2,716 人（-%） 

全壊数 6,078 棟 1,395 棟 

半壊数 4,880 棟 7,499 棟 

避難者数 15,195 人 8,775 人 

 
また、南海トラフ地震も今後３０年以内に７０～８０％で起きることが想定されている

が、本市においては津波被害の想定がないため、本計画の範囲内の被害で収まるものと想

定する。 
 

２．２ 前提条件 
 

  発災時刻 
 阪神・淡路大震災の発災は、交通インフラがほとんど機能していない時間帯の早朝（火

曜日の 5 時 46 分）であったことを踏まえ、職員が最も参集に時間を要し、災害時態勢の

構築が困難であるという条件のもとで、検討を行う。 
  また、非常優先業務の継続が困難となる条件としては、社会的被害が最大となる条件、

すなわち、行政対応のニーズが最も高くなる条件として、最も倒壊建物による死者・負傷

者が最大となるのが早朝である。 
  以上の前提から、「早朝５時発災」と想定し、検討を行う。 
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  職員参集率の想定 
 発災時刻の条件から、本市における職員参集率を算定する。算定は、動員配備に対す

る認識の向上のため、毎年度作成している「動員計画」をもとに、①参集所要時間は平成

２９年度分をモデルとして、②職員の参集不能率を踏まえたものを参集予測モデルとす

る。 
 

職員参集率 ＝ ①参集所要時間の職員参集率×②参集不能率 

 
【職員参集予測（基本モデル）】 

 
 【参集率算定条件】 
 ・ 本計画の対象組織を対象として、平成２９年４月１日時点での人員配置約 1,100 名

を対象に算定した。 
 ・ 本市は市域の範囲を鑑み、参集率の区分を発災後１時間半までは３区分とし、その後

は２４時間以内と４８時間以内の合計５区分とした。 
 
 ① 参集所要時間の職員参集率 
  参集所要時間 ＝ ア 災害時通勤時間 + イ 出発までに要する時間（30 分） 
  【参集所要時間の職員参集率】 
 
 
 

ア 通勤時間の所要時間の計算は、公共交通機関(電車、バス等)及び自家用車が使用で

きない場合とし、自動二輪、原付、自転車、徒歩のうち、可能な移動手段で、居住地

から現在の勤務先までの所要時間とすることとした。 
（災害時の通勤時間 ※平成 29 年動員計画から算出） 

 
 
 

         

  イ 参集時間には、家族の安否確認等、出発までに要する準備時間を３０分見込む 
 

  

 

発災後 
４５分 

発災後 
６０分 

発災後 
９０分 

発災後 
２４時間 

発災後 
４８時間 

それ以降 

職員参集率 ２１% ４２％ ５６％ ７５％ ９０％ ９５％ 

参集所要時間 45 分以内 60 分以内 90 分以内 24 時間以内 48 時間以内 
職員参集率 ２８．２% ５６．１％ ７４．６％ ９９．８％ １００％ 

  通勤時間 15 分 
以内 

30 分 
以内 

45 分 
以内 

60 分 
以内 

24 時間 
以内 

48 時間 
以内 

職員参集率 28.2% 56.1％ 64.8％ 74.6％ 99.8％ 100％ 
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② 参集不能率  

 
発災後 当日 ２４時間 ４８時間 それ以降 

参集不能率 
見込み 

25％～20％ 20％～10％ 10％～5％ 5％ 

 
 
・ 発災直後から約 72 時間は職員自身も交通の混乱等に巻き込まれ、即座に参集を開始

できない者が発生することが見込まれること、また、発災から一定の期間が経過した後

においても、産休･病休等で出勤が困難である職員が一定数いること、発災後に職員自

身や近親者が被災し死亡又は重傷となった場合は参集不可能となることや阪神・淡路

大震災での出勤状況等を考慮して、参集不能率(5～25％)を設定した。 
 
・ 参集不能率は、上町断層地震の死者・負傷者率が 1.43％であり、これを平成２９年

４月１日現在の計画の対象所属の割合にすると、約１０人であることから、死傷により

参集不能となる職員は僅少であると見込む。 
 

参考：阪神・淡路大震災時（平成７年１月）の職員の出勤及び身体的被害状況 
  
 ○職員出勤状況                ○職員の身体的被害状況 

 
発災後 

1/17 
当日 

1/18 
24 時間 

1/19 
48 時間 

1/20 
72 時間 

出勤率 74.5％ 80.3％ 82.5％ 84.5％ 
   （出典：災害と対応の記録（伊丹市災害対策本部発行）Ｐ35） 

   
 
 （大阪北部地震に伴う交通機関での閉じ込め事例） 

・ 平成 30 年 6 月に発生した大阪府北部を震源とする地震（以下「大阪北部地震」）に

おいては、地震の発生した時刻が通勤時間帯である 7 時 58 分であったことから、公

共交通機関（特に電車）がストップし、かつ、車内に長時間閉じ込められる事例が生

じた。そのため、一部の職員が出勤できない事例があったが、本計画においてはより

条件が厳しい参集不能率であるものを採用し、参考にその状況を次ページに掲載す

るものとする。 
 
 
 

本人 
死亡 重傷 軽傷 
0 人 4 人 73 人 
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参考：大阪北部地震の職員の出勤状況 
 対象態勢 ：災害対策本部及び第１配備（医療部除く）） 

対象職員数：約 700 名 
  
 ○職員出勤状況             ○うち非番者（有給等）の出勤状況 

登庁者 非登庁者 遅延者 
93.6％ 6.4％ 5.6％

 

   ○遅延者の出勤状況の時間別推移    

時間帯 9～10 時 10～11 時 11 時～12時 12 時～15時 15 時～18時 

割合 23.1％ 23.1％ 30.8% 15.4% 7.7% 

 

 

 

 

  庁舎等の被害想定 
行政機能の中枢である本庁舎等の被害想定は、非耐震化の建築物にあっては半壊以上の

損壊とし通常機能をすべて取り戻すためには３ヶ月以上要するものとし、耐震化済みの建

築物にあっては一部損壊であるがそのまま使用できるものと想定する。 
  
  熊本地震による倒壊庁舎等の他市の状況 

市役所 状況 機能不全期間 対応 
宇土市役所 本庁舎の 4 階部分が損壊（全壊） ４月弱（4～7 月） 仮庁舎建設 
八代市役所 倒壊の危険性が高いため封鎖 ６月弱（4～9 月） 仮庁舎建設 
益城町役場 損壊のため立ち入り禁止 12 月弱（4～翌 5 月） 仮庁舎建設 

 
  

非番率 うち登庁者 うち非登庁者 
4.9％ 23.5％ 76.5％ 
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２．３ 非常時優先業務及び応援要請業務の基本方針 
 

  非常時優先業務の基本方針 
「地域防災計画 第２編 第１章 第８節 動員体制の整備」において、業務継続計画の

特に重要な６要素のうち②非常時優先業務の整理で挙げられている根拠のとおり、非常時

における業務の対応に係る課題について検討を行い、災害発生時において本市が実施する

「非常時優先業務」について定めるため、下記のとおり基本方針１～４について定めるもの

とする。（「非常時優先業務」は、Ｐ４定義参照） 
 
（地域防災計画（本編） 抜粋） 

 

１ 市民の命をつなぐ災害対応業務を最優先で実施する。 

発災直後は職員マンパワーや燃料等の資源が不足する状況の中、行わなければならな

い災害対応業務量は膨大である。また、災害対応業務の市民ニーズも、時間の経過ととも

に変化していく。このため、時系列ごとの優先度に応じた、実施する業務の選択と、これ

に応じたマンパワーや燃料等の資源の集中が必要である。 
そのため、発災直後は全ての災害対応業務を一斉に開始するのではなく、救命救急活動

や避難所開設等の市民の生命・身体に関わる災害対応業務を最優先で実施し、その後、順

次、相談窓口の設置や、罹災証明書発行等の生活再建支援業務を実行する。 

６要素項目 詳細（県地域防災計画より） 伊丹市地域防災計画等 

記載箇所 

① 首長不在時の明確な代行順

位及び職員の参集体制 
～略～ 

② 非常時優先業務の整理 災害応急対策等の円滑な実施を図

るため、初動緊急対応期の重要優先

業務等をまとめた災害時の行動マニ

ュアルを作成するなど、防災知識の

周知徹底を図ることとする 

「本編 初動対応期の

活動一覧」 

「伊丹市新型インフル

エンザ等対策業務継続

計画」 

③ 電気、水、食料等の確保 

～略～ 

④ 重要な行政データのバック

アップ 

⑤ 災害時にも繋がりやすい多

様な通信手段の確保 

⑥ 本庁舎が使用できなくなっ

た場合の代替庁舎の特定 
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２ 市民生活のライフライン維持のための業務は、災害時でも「継続」する。 

下水道関連部門、道路部門及び環境・ごみ処理関連部門は、市民生活に直結するライフ

ラインであることから、その機能維持、あるいは早期復旧に全力を投入する。 
また、被災後、市民が事業の再開に向けて、速やかに復旧業務等を進めるためには、学

校や保育所等の環境整備も重要である。このように復旧に向けた市民の活動と密接な関

係のある市有施設については、避難所運営等の非常時優先業務との兼ね合いを適切に見

極めながら、早期再開を進める。 
 
 
３ 災害対応業務へのマンパワー確保のため、通常業務については可能な限り「休止」

または「縮小」する。 

市長部局や教育委員会等は、発災直後に生じる避難所運営業務等の膨大な災害対応業

務を迅速かつ的確に実施するため、平常時に実施している通常業務については、優先度に

応じ停止もしくは縮小する。 
発生直後においては、災害対応業務に注力するため通常業務を必要最小限に絞り込み

を行い、その後は災害対応業務の状況を踏まえつつ、本部員の判断のもと、優先度の高い

業務から再開を進め、順次、平常の業務体制への回復を図る。 
市役所の窓口業務については、基本的に発災後の１週間以降の再開を基本とするが、緊

急性・重要性の高い業務は１週間以内の再開を目指す。 
一方、道路・公園等の被害の対応を行うインフラ部門においては、災害復旧を最優先と

するため、業務の停止の影響の少ない通常業務については、可能な限り再開を遅らせる。 
なお、停止または縮小する通常業務については、速やかに市民や業者等に対して様々な

情報手段を通じて周知を図る。 
 
 
４ 業務遂行に必要となるエネルギー等の必要資源は、「選択と集中」を行う。 

災害時には多くの資源調達に制約が課されるため、非常時優先業務で必要とする燃料や

公用車等の資源については、庁内各部局の要求する数量のすべてを調達できない場合が想

定される。そのため、非常時優先業務の中でも特に重要な機能及び停止させてはいけない

業務を洗い出し、優先順位をつけることで、エネルギー等の資源を効果的に配分する。 
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  応援要請業務の基本方針 
 
 災害時、被災地方公共団体が実施する災害対応は、発生直後から多岐に渡る。その業務は

あらかじめ、非常時優先業務を整理し、一部の通常業務を休止させることで、行政のマンパ

ワーを非常時優先業務に割くことができるが、絶対的に業務量が増えるため、被災地方公共

団体だけでは限界がある。しかし、非常時優先業務においても、一部の業務は、当該被災地

方公共団体の職員でなければ実施できない業務もあるが、その反面、業務の一部又は全部に

対して、他都市の行政職員やボランティアによる応援・受援の対象とすることができる。 
 その応援を円滑に受けるためには、平時から応援を受けて実施する業務をあらかじめ特

定し、その業務の具体内容を整理し、応援の実効性を高めるため、応援側に依頼する範囲を

明らかにするため「応援要請業務」を定める。 
 
 
  受援業務の体制及び実施方針 
 
 すみやかな行政機能の回復には、非常時優先業務の整理をもとに、他都市の応援職員やボ

ランティアの利活用を図ることが重要であることを鑑み、応援を受ける業務（応援要請業務）

を整理する。また、非常時優先業務の応援必要人員と専門性の有（行政職員）か無（ボラン

ティア）であるかを整理し、応援の必要状況を可能な限りあらかじめ定めるとともに、行政

支援だけでなく、民間事業者のノウハウ、資源の有効活用、ボランティアも考慮し、応援資

源を効果的に配分する。 
 このため、受援計画（第４章）においては、人的支援、物的支援、ボランティア支援の区

分で受援体制を検討する。 
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  非常時優先業務及び応援要請業務の必要性～避難所の運営体制の見直し例～ 
 

阪神・淡路大震災の発災時においては、避難所運営業務は市役所の業務として位置づけら

れていた。しかしながら、１７小学校の避難所を含め最大で 79 カ所の避難所を開設するこ

ととなり、深刻なマンパワー不足が生じた。 
市役所職員のみならず学校教員も応援として避難所の運営業務に携わったが、本庁職員

に対する避難所運営に関する事前の研修はほとんど行われておらず、職員間での業務の内

容や懸案事項等の引継ぎを適切に行えないといった状態であった。 
このことを教訓に、避難所の運営体制の見直しを行い、避難所の担当部（避難部）を定め、

平時から地域及び避難所となる学校との関係づくりを行うことを目的とし、避難部で公立

学校の施設管理者を定め、非常時の連絡体制等を確立した。 
 また、避難所の運営は、自治会や避難者が共助で行うことを前提として、平成２９年に「避

難所運営マニュアル」を策定し、避難所の運営についての協力を定めた。 
このように、避難所運営等に係る災害時対応業務は、行政だけのマンパワーでは災害を乗

り切ることは困難であることが前提にあるため、予め非常時優先業務を定め、事前に人員等

の配置による整理が重要である。また、災害時には他都市の応援職員やボランティア、協定

団体との協力も不可欠であり、応援要請業務を同時に定めて置くことが重要である。 
 

 
  

避難所の運営体制の見直し例 
～伊丹市総合防災訓練～ 

 

 

 

阪神・淡路大震災の教訓や 
他の災害の課題を踏まえ 

運用 

改善 

策定 

課題 
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２．４ 非常時優先業務及び応援要請業務の選定 

 
  非常時優先業務の選定の対象及び方法 

本市の各対策部の災害対応業務と各課の通常業務の事務分掌の中から、優先度（Ｓ～Ｄ）

で評価し、非常時優先業務を選定した。優先度は、市民の生命・財産・権利の保護や、法定

処理期限の順守等の観点から選定した。 

 
  非常時優先業務及び応援要請業務の選定手順 

① 地域防災計画の事務分掌に掲載されている全ての災害対応業務及び事務分掌規則の

通常業務について、３フェーズ（①初動期、②救援活動期（3 日～1 週間）、③救援活動

期（１週間～３カ月））に分けて業務の実施状況・課題の全庁調査を実施する。 
 

（３フェーズの理由）本市の参集状況は、２４時間以内での参集率が高いため、非常時優先

業務の整理も長期的な休止及び応援体制を主眼として行うものとする。 
フェーズ 条件 

初動期 期 間：発災後～３日程度  参集率：７５％ 
応 援：応援要請を行うが現地に到達しない 

救援活動期 
（3 日～1 週間） 

期 間：３日～１週間程度  参集率：９０％ 
応 援：行政職員が応援に到着。ただしボランティア未到着 

救援活動期 
（1 週間～３月） 

期 間：１週間～３カ月程度 参集率：９５％ 
応 援：行政職員及びボランティアが応援に到着 

 
② 選定方針に基づき、庁内各部局等で考える、災害時における業務の「あるべき姿」を

基本として調整を行い、「非常時優先業務 一覧」により、各部の非常時優先業務と応

援要請業務を決定する。 
 
③ 応援要請業務を選定したものにあっては円滑に受援を行うため、あらかじめ応援要

請を内容及び簡易な業務内容を定めた「受援シート」を作成するものとする。 

優先度 程度 
Ｓ 初動期でも行うべき（人命救助と同等） 
Ａ 初動期に行うべき（ライフライン復旧と同等） 

Ｂ 
救援活動期（1 週間～1 月以内に再開しないと、市民に混乱を生じるもの。

法律上の手続が滞り、市民の財産等に影響があるもの） 

Ｃ 
救援活動期（1 月～3 月以内に再開しないと、市民が通常の生活を営めない

もの。法定処理期限が災害を理由には延長が難しいもの） 
Ｄ 3 月以上にわたり業務を停止しても問題ないもの 
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第３章 業務継続計画  

 
３．１ 総則 
 
  業務継続計画の目的 
 阪神・淡路大震災の経験と教訓を踏まえ、大規模災害等の発生により、本市の機能が低下

する中にあっても、ライフライン途絶後７２時間の自立（非常用発電等）の確保によって、

市民の生命・身体及び財産を保護しつつ、市民生活への影響を最小限とすることができるよ

う迅速に災害対応業務を開始するとともに、行政サービスを維持しつつ、可能な限り早期に

本市の機能を回復させることを目的として、本章において業務継続計画を策定する。 
 
  対象とする危機管理事象 
 「第 1 章 １．６ 計画の発動基準等」による発動基準を満たす災害現象とする。 
 
  業務継続計画（BCP）とは 
 業務継続計画（BCP）とは、災害時に行政自らも被災し、人、物、情報等利用できる資源

に制約がある状況下において、優先的に実施すべき業務（非常時優先業務）を特定するとと

もに、業務の執行体制や対応手順、継続に必要な資源の確保等をあらかじめ定め、地震等に

よる大規模災害発生時にあっても、適切な業務執行を行うことを目的とした計画である。

（「大規模災害発生時における地方公共団体の業務継続の手引き（平成 28 年 2 月 内閣府

（防災担当）。以下「内閣府手引き」という。）」より） 
 なお、「BCP」とは、Business Continuity Plan （業務継続計画）の略称である。 
 
  非常時優先業務 
 業務継続計画における非常時優先業務の選定方針等については、「第２章 ２．３ 非常時 
優先業務及び応援要請業務の基本方針 ２．４ 非常時優先業務及び応援要請業務の選定」参照。 
 
  業務継続計画の効果 

災害発生時には、業務量が急激に増加し、極めて膨大なものとなる。特に被害状況の確認

など発災直後から非常に短い時間の間に膨大な応急業務が発生し（図３）、それらを迅速か

つ的確に処理しなければならない。業務継続計画を策定することによって、以下のような効

果（図４）を得ることができる。 
① 業務立ち上げ時間の短縮 
② 発災直後の業務レベルの向上 
③ 災害対応業務のために必要なマンパワーの確保 
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図３ 発災後に市町村が実施する業務の推移 （出典：内閣府手引き） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※ 時間の経過とともに応急業務は縮小していくが、図 3 に記載されている以外の復旧・復興業務が徐々に増加していくことに留意する。 

 
図４ 業務継続計画の策定に伴う効果の模式図（出典：内閣府手引き） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※１ 業務継続計画の策定により、資源制約がある状況下においても非被災地からの応援や外部機関の活用に係る業務の実効性を確保す

ることができ、受援計画等と相まって、100%を超える業務レベルも適切かつ迅速に対応することが可能となる。 

※２ 訓練や不足する資源に対する対策等を通じて計画の実効性等を点検・是正し、レベルアップを図っていくことが求められる。 
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３．２ 特に重要な６要素 
 
 業務継続計画の中核となり、その策定に当たって必ず定めるべき特に重要な要素として

以下の６要素がある。その内容については、地域防災計画においても定めているが、本業務

継続計画の根幹であることから、更に「市町村のための業務継続計画作成ガイド～業務継続

計画に必須な６要素を核とした計画～（平成 27 年 5 月内閣府（防災担当））」の様式にそっ

て定める。 
 
【特に重要な６要素】 
(1) 首長不在時の

明確な代行順

位及び職員の

参集体制 

首長が不在の場合の職務の代行順位を定める。また、災害時の職員の参

集体制を定める。 
・緊急時に重要な意思決定に支障を生じさせないことが不可欠。 
・非常時優先業務の遂行に必要な人数の職員が参集することが必要。 

(2) 本庁舎が使用

できなくなっ

た場合の代替

庁舎の特定 

本庁舎が使用不能となった場合の執務場所となる代替庁舎を定める。 
・地震による建物の損壊以外の理由で庁舎が使用できなくなる場合も

ある。 

(3) 電気、水、食

料等の確保 
停電に備え、非常用発電機とその燃料を確保する。また、業務を遂行す

る職員等のための水、食料等を確保する。 
・災害対応に必要な設備、機器等への電力供給が必要。 
・孤立により外部からの水、食料等の調達が不可能となる場合もある。 

(4) 災害時にもつ

ながりやすい

多様な通信手

段の確保 

断線、輻輳
ふくそう

等により固定電話、携帯電話等が使用不能な場合でも使用可

能となる通信手段を確保する。 
・災害対応に当たり、情報の収集・発信、連絡調整が必要。 

(5) 重要な行政デ

ータのバック

アップ 
 

業務の遂行に必要となる重要な行政データのバックアップを確保す

る。 
・災害時の被災者支援や住民対応にも、行政データが不可欠。 

(6) 非常時優先業

務の整理 
 

非常時に優先して実施すべき業務を整理する。 
・各部門で実施すべき時系列の災害対応業務を明らかにする。 
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(1) 首長不在時の明確な代行順位及び職員の参集体制 
 

① 首長の職代行の順位  
第１順位 第２順位 第３順位 
副本部長 

（副市長） 
副本部長 

（教育長） 
市長付参事（危機管理担当） 

・地域防災計画に記載し、文書により全職員に周知済み 
 

② 参集体制 

配備体制 適 用 基 準 指令種別等 

水防準備配備 

事前待機配備 

待機配備 

１．大雨、洪水、強風等の注意報又は警報が発令され、かつ相当
な被害が予想されるとき。 

２．当該河川流域内に相当の降雨が予想され、通報（指定）水位

に達する見込みのあるとき。 

 

警戒配備 

１．気象予警報に基づき、今後も警戒が必要と認められる

とき。 

２．待機配備の状況にさらに河川が通報（指定）水位に達し、な
お上昇のおそれがあるとき。 

総括本部及び 
総括本部事務局 
設置 

（参考）震度４の地震が発生したとき 

（警戒配備） 災害の発生が予想されるとき。 水防本部設置 

第１配備 

１．大雨・洪水・暴風の警報が発令され、市域に災害のおそれが
あるとき。 

２．河川等の水位がはん濫注意水位（警戒水位）に近づき、

なお上昇のおそれがあり局地的な水害が発生し、さら

に市全域にわたり被害が拡大するおそれのあるとき。 

災害対策本部設
置 

 
水防指令１号 
 

（参考）震度５弱以上の地震が発生したとき 

第２配備 

１．市域に小規模の災害が発生したとき。 
２．河川等の水位がはん濫注意水位（警戒水位）に達し、なお上

昇のおそれがあり市内全域に水害が発生し、初期の水防活
動では処理し難いと判断されるとき。 

防災指令１号 
水防指令２号 

第３配備 

風水害の発生により市内全域または局地的であっても相当規

模に及ぶ災害が発生し、かつ、今後も被害が増大するおそれ
があるとき。 防災指令２号 

（参考）震度６弱以上の地震が発生したとき。 
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  電気、水、食料等の確保 

対象：防災センター(災害対策本部)の現状 
 
① 非常用発電機と燃料の確保 

非常用発電機 
非常用自家発電機  1 機 

（防災センター 72 時間連続稼働可能） 
発電容量：85.0KVA  

 

小型発電機 14 台 
発電容量：9A 100W 

 
燃料備蓄  

防災センター 72 時間分 (重油Ａ：1,500 ) 
電力供給先               ※非常用電源供給は 
 防災センター メイン         【赤コンセントのみ】 

２Ｆ 全体（災害対策本部等） 
  ３Ｆ 災害対策室関係のみ 

 
②職員の食料等の備蓄（2018.3 末現在） 
 

  
 
 
 
今後の検討課題 
   
  

 

・被災者用公的備蓄食料の使用ルールの構築 
・自助としての職員は３食×３日×人数分の備蓄を行うよう啓発を行う。 

・水は、貯水槽に飲料水等として 7,500 （約 200 人分の生活水(飲料含む。)）あり。 
  飲料相当にすれば、職員約 1,200 名（１人×2 日×3 ）となる。 
・食糧、仮設トイレの備蓄はなし 
・消耗品等は、通常使用時及び災害時の作業用あり 
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  災害時にもつながりやすい多様な通信手段の確保 

対象：防災センター（災害対策本部）の現状 
 
 ・通信機器の確保 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  重要な行政データのバックアップ 

現時点の状況 
  

１ Ｊアラート連動システム関係 

 ○ 屋外拡声器（ＭＣＡ無線同報系、ＩＰ告知システム系）28 カ所 
 ○ ＩＰ告知システム（市内小・中・高校、スポーツセンター、本庁）28 ヶ所 
 ○ ＦＭいたみラジオ割込放送装置（緊急告知ＦＭラジオに割込み） 
 
２ 兵庫衛星通信ネットワーク関係  
 ○ 防災センター ３回線（うち 1 回線はＦＡＸ用） 
  参考） 消防局 ４回線（うち１回線はＦＡＸ用） 
 
３ ＭＣＡ無線（移動系） 
 指令局・・・・・防災センター 防災無線室 
 支 局・・・・・本庁、学校、共同利用施設等８８ヶ所 
 パトロール用・・40 個 
 
４ 災害時優先電話 
 ○ 防災センター ３回線 
 ○ その他災害時特設公衆電話は、学校、共同利用施設等５６ヶ所 
 
５ バックアップネットワーク 
 防災センターのインターネットは、本庁舎のネットワーク環境とつながっており、

本庁舎の倒壊等における通信遮断時のため、最低限のインターネット接続環境を構築

するためバックアップのネットワークを備えている。 

 災害時の被災者支援等には、本庁舎の行政データは必要不可欠であるため、「伊丹

市情報化推進にあたっての基本指針」や「伊丹市情報セキュリティポリシー」等に

基づき、遠隔地において行政データの保管を行っている。 

 また、災害時の被災者支援システムの活用に必要な行政データについては、本庁

舎が倒壊した場合に備え、防災センターにおいてもバックアップを行っている。 

※ バックアップの詳細は、セキュリティの関係上、本計画には掲載しない。 
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  非常時優先業務の整理 
 
 非常時優先業務の整理については、「第２章 ２．４非常時優先業務及び応援要請業務

の選定」に基づき、各対策部が優先的通常業務の整理を行い、そのうえで災害対応業務と

合わせ、非常時優先業務として下記のとおり定めた。 
 
             ＝ 災害対応業務 ＋ 優先的通常業務 
 

① 優先的通常業務の選定 
優先的通常業務の選定は、市事務分掌規則等の各課の事務分掌を選定方針に基づき、

S～D に振り分けを行った。その結果、下表（【通常業務の優先度内訳】）のとおり災害

時における行うべき優先的通常業務を４％とし、災害対応業務に対するマンパワーを配

分するための基準を定めた。 
ただし、市事務分掌規則等はあくまで各課の大まかな事務分類であるため、優先的通

常業務の中でも更に災害時に対応するべき業務の細分化については、各対策部の災害対

応マニュアル等で予め整理しておくものとする。 
 
【通常業務の優先度内訳】 

 
 
 
 
 
 
 
 

 優先度 程度 業務数 

通
常
業
務 

優
先
的 

 Ｓ 初動期でも行うべき（人命救助と同等） 13 
(1％) 

Ａ 初動期に行うべき（ライフライン復旧と同等） 33 
(3%) 

 
Ｂ 救援活動期（1 週間～1 月以内に再開しないと、市民に混乱を生じ

るもの。法律上の手続が滞り、市民の財産等に影響があるもの） 
177 

(15％) 

Ｃ 救援活動期（1 月～3 月以内に再開しないと、市民が通常の生活を

営めないもの。災害を理由に法定処理期限の延長が難しいもの） 
246 

(20％) 

Ｄ 3 月以上にわたり業務を停止しても問題ないもの 739 
(61％) 

非常時優先業務 

D 61%

C 20%

B 15%

A 3%

S 1%

S A 4%

通常業務 優先度割合
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② 非常時優先業務の内訳 
 優先的通常業務の選定に伴い、災害時における業務の「非常時優先業務 一覧」により、

各部の非常時優先業務と応援要請業務を下記のとおり定めた。 
 全体の災害対応業務は１５３業務となり、優先的通常業務は４６業務と定めた。 

 
  【非常時優先業務の内訳】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③ 非常時優先業務の人的配分 
  優先的通常業務を選定するとともに、その事務に必要な職員配置を整理し、非常時優

先業務のマンパワーの配分を、時系列３フェーズ（①初動期、②救援活動期(３日～１週

間)、③救援活動期(１週間～３カ月)）ごとに下表のとおり整理した。 
（平成 30 年 4 月時点） 

  【非常時優先業務の人的配分(初動期)】 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

対策部名 
非常時優先業務 

総数 災害対応業務 
(うち応援要請業務) 

優先的通常業務 
(うち応援要請業務) 

総括本部事務局 ４６ ３９（２） ７（１） 
調査部 １５ １５（２） ０（０） 
環境部 ２２ １５（７） ７（３） 
施設部 ４２ ３８（４） ４（０） 
避難部 １４ １３（０） １（１） 
援護部 ５１ ２４（９） ２７（０） 
物資部  ９  ９（３） ０（０） 

合計 １９９ １５３（２７） ４６（５） 

初
動
期 

対策部名 職員数 非常時優先業務（人的配分割合） 
災害対応業務 優先的通常業務 

総括本部事務局 143  ８７．４％ １２．６％ 
調査部 86  １００．０％ ０．０％ 
環境部 94  ６２．８％ ３７．２％ 
施設部 172  ９１．９％ ８．１％ 
避難部 243  １００．０％ ０．０％ 
援護部 362  ６３．０％ ３７．０％ 
物資部  86  １００．０％ ０．０％ 

合計 1,186 ８２．３％ １７．７％ 

-26-



 

  【非常時優先業務の人的配分(救援活動期(３日～１週間))】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  【非常時優先業務の人的配分(救援活動期(１週間～３カ月))】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

④ 災害対応業務の優先事項 
  非常時優先業務の選定により、本市の災害対応業務についても、時系列ごとにその業

務に必要人員数を定め、その詳細については災害対応マニュアルにおいて詳細な取り組

み事項を定めておくものとする。 
 
 ⑤ 各フェーズにおける災害対応業務対応 
 （初動期） 
   市全体の対応は、地域防災計画本編「第 2 編 震災対策計画 第 2.1 章 初動対応

期 第１節 初動対応期（人命安全確保期）の活動」で定める「地震時初動対応期の

活動一覧表」とおりとする。 
 （救援活動期） 
   救援活動期は、被災状況によって、注力すべき業務を判断する必要があることか

ら、本計画及び各対策部の災害対応マニュアルをもとに実施するものとする。 

救
援
活
動
期
（
３
日
～
１
週
） 

対策部名 職員数 非常時優先業務（人的配分割合） 
災害対応業務 優先的通常業務 

総括本部事務局 143  ８５．３％ １４．７％ 
調査部 86  １００．０％ ０．０％ 
環境部 94  ６２．８％ ３７．２％ 
施設部 172  ９１．９％ ８．１％ 
避難部 243  ９６．７％ ３．３％ 
援護部 362  ２７．１％ ７２．９％ 
物資部  86  １００．０％ ０．０％ 

合計 1,186  ６９．９％ ３０．１％ 

救
援
活
動
期
（
１
週
～
３
カ
月
） 

対策部名 職員数 非常時優先業務（人的配分割合） 
災害対応業務 優先的通常業務 

総括本部事務局 143  ７４．１％ ２５．９％ 
調査部 86  １００．０％ ０．０％ 
環境部 94  ６２．８％ ３７．２％ 
施設部 172  ９１．９％ ８．１％ 
避難部 243  １００．０％ ０．０％ 
援護部 362  ２６．８％ ７３．２％ 
物資部 86  １００．０％ ０．０％ 

合計 1,186 ６９．２％ ３０．８％ 
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容
 

〇
避

難
所

運
営

体
制

の
整

備
 

 災
害

時
要

援
護

者
 

の
保

護
・

移
送

 
医

療
救

護
 

 
 

（
６

）
 

 〇
災

害
時

要
援

護
者

の
保

護
 

 〇
医

療
機

関
・
施

設
の

被
害

状
況

の
把

握
 

〇
管

内
・
外

の
医

療
可

能
機

関
等

の
把

握
 

 
と

広
報

担
当
・
住

民
・
関

係
機

関
へ

の
 

 
伝

達
 

 〇
左

記
活

動
の

継
続

 
〇

そ
の

他
の

危
険

地
域

の
災

害
時

要

援
護

者
の

移
送

 
〇

救
護

班
の

編
成

準
備
（

集
団

死
傷

事
 

 
故

現
場

へ
の

派
遣

準
備

）
 

   〇
後

方
搬

送
開

始
 

 重
要

道
路

応
急

 
復

旧
 

交
通

規
制

 
  

 
（

７
）

 

 〇
重

要
道

路
被

害
調

査
開

始
 

 〇
左

記
活

動
の

継
続

 
〇

建
設

業
者

と
の

連
絡

調
整
（

建
設

重
機

 
 

投
入

に
つ

い
て

は
人

命
救

出
活

動
と

調
整

）
 

 〇
重

要
道

路
応

急
復

旧
開

始
（

建
設

重
 

 
機

投
入

に
つ

い
て

は
人

命
救

出
活

動
と

調
整

）
 

〇
迂

回
路

設
定

準
備

 
〇

交
通

規
制

準
備

 

 〇
左

記
活

動
の

準
備

継
続

或
い

は
開

始
 

（
注

）
 

経
過

時
間

は
目

安
。

な
お
、

●
 

は
主

に
勤

務
時

間
外

の
活

動
。

 

地
域
防
災
計
画
（
本
編
）
抜
粋
「
１
節
 
初
動
対
応
期
（
人
命
安
全
確
保
期
）
の
活
動
」
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地
域
防
災
計
画
（
本
編
）
抜
粋
「
１
節
 
初
動
対
応
期
（
人
命
安
全
確
保
期
）
の
活
動
」

 

 

地
震

時
初

動
対

応
期

の
活

動
一

覧
表

（
概

要
）

 
 

 
 

 
（

そ
の

３
）

 

経
過

時
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30

分
 

 
 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

60
分

 
 

 
 

 
 

 
 

12
0
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大
目

的
 

 小
目

的
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

人
 

的
 

被
 

害
 

の
 

防
 

止
 

・
 

軽
 

減
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
被

 
災

 
者

 
救

 
援

 

Ａ
 

Ｂ
 

Ｃ
 

Ｄ
 

 緊
急

救
護

活
動

 

    
 

（
８

）
 

 〇
重

要
水

道
施

設
被

害
調

査
 

 
 〇

死
体

の
捜

索
・
収

容
・
処

理
の

準
備

 

〇
緊

急
給

水
活

動
準

備
 

〇
緊

急
食

糧
供

給
活

動
準

備
 

〇
緊

急
生

活
物

資
供

給
体

制
準

備
 

〇
輸

送
車

輌
等

の
確

保
 

 

 〇
左

記
活

動
の

準
備

継
続

或
い

は
開

始
 

〇
災

害
救

助
法

適
用

申
請

（
倒

壊
家

屋
 

 
数

、
人

命
損

失
か

ら
把

握
で

き
る

場
 

 
合

）
 

（
注
）

 
経

過
時

間
は

目
安

。
な
お

、
●

 
は

主
に

勤
務

時
間

外
の

活
動

。
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３．３ 各対策部の非常時優先業務  
 
 各対策部における非常時優先業務の目安は下記の表のとおり。 

この表は各対策部の「非常時優先業務一覧」から、災害対応業務は時系列の重要性が高い

主なものを抜粋するとともに、優先的通常業務は優先度 S を初動期、優先度 A を救援活動

期として分類したものである。（優先度 S は、優先度 A でも継続しているものと想定。） 
なお詳細は、各対策部の「非常時優先業務一覧」を参照。 
  総括本部事務局 

フェーズ 災害対応業務 優先的通常業務 

 
初動期 
 

 
□本部長・副本部長の調整 
□本部会議の総合調整 
□報道機関への情報提供 
□避難勧告等の広報活動 
□被災者の相談等の処理 
□共同利用施設の避難所の開設 
□職員の給食及び仮眠室 
□他都市職員の応援受入 
□緊急資機材の確保 

【優先度 S】 

 
救援活動期 
(3 日～ 
1 週間) 
 

 
□本部会議の総合調整 
□災害救助法の取りまとめ 
□国・県関係者の対応等※ 
□報道機関への情報提供 
□他都市職員の応援受入 
□緊急資機材の確保 
□ボランティアの受入 

【優先度 A】 
□市長及び副市長の秘書 
□災害弔慰金等の支給及び災害援護

資金関係※ 
□電子計算機及び情報ﾈｯﾄﾜｰｸの管理

及び運用 
□情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策の統括 
□共同利用施設等に関すること 
□来庁者の案内 
□広報紙および市政情報誌の編集・

発行 

 
救援活動期 
(1 週間～ 
3 カ月) 
 

 
□本部会議の総合調整 
□災害に係る情報の収集・記録 
□災害救助法の取りまとめ 
□被災者生活再建支援制度※ 
□国・県関係者の対応等※ 
□他都市職員の応援受入 
□ボランティアの受入 

 ※応援要請業務としても想定 
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  調査部 
 

フェーズ 災害対応業務 優先的通常業務 

 
初動期 

 
□災害応急対策予算の措置 
□被害状況の調査及び報告書の作成 
□被災者の避難誘導 
□被害に伴う苦情電話等の対応 
□所管施設の被害調査及び応急復旧 

【優先度 S】 

 
救援活動期 
(3 日～ 
1 週間) 

 
□災害応急対策予算の措置※ 
□被害状況の調査及び報告書の作成 
□被害に伴う苦情電話等の対応 
□所管施設の被害調査及び応急復旧 

【優先度 A】 

 
救援活動期 
(1 週間～ 
3 カ月) 

 
□災害応急対策予算の措置※ 
□市税の減免 
□罹災証明書の交付※ 
□被害に伴う苦情電話等の対応 
□所管施設の被害調査及び応急復旧 

 ※応援要請業務としても想定 
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  環境部 
 

フェーズ 災害対応業務 優先的通常業務 

 
初動期 
 
 

 
□廃棄物等の処分計画 
□死亡者の収容及び埋火葬 
□廃棄物、し尿の業務 
□被害に伴う苦情電話等の対応 
□廃棄物の処分場及び仮置き場の管 

理 
□感染症の対策業務 

【優先度 S】 
□市斎場に関すること 
□戸籍に関すること※ 
□埋火葬の許可に関すること※ 

 
救援活動期 
(3 日～ 
1 週間) 

 
□廃棄物等の処分計画※ 
□死亡者の収容及び埋火葬※ 
□廃棄物、し尿の業務※ 
□被害に伴う苦情電話等の対応※ 
□廃棄物の処分場及び仮置き場の管

理※ 
□感染症の対策業務 

【優先度 A】 
□住民基本台帳に関すること※ 
□市民課に係る手数料の徴収 
□ごみと資源物の収集 
□し尿の収集 

 
救援活動期 
(1 週間～ 
3 カ月) 

 
□廃棄物等の処分計画※ 
□死亡者の収容及び埋火葬※ 
□廃棄物、し尿の業務※ 
□被害に伴う苦情電話等の対応※ 
□廃棄物の処分場及び仮置き場の管

理※ 
□感染症の対策業務 

 ※応援要請業務としても想定 
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  施設部 
 

フェーズ 災害対応業務 優先的通常業務 

 
初動期 
 
 

 
□河川、水路の保全及び応急復旧 
□下水道施設等の保全・応急復旧 
□道路、橋梁、公園及び緑化施設等の

被害状況の調査及び保全・応急復旧 
□危険区域等の警戒調査及び応急復

旧 
□危険区域等の情報収集等 

【優先度 S】 
□部の企画および調整 
□被害建物の応急危険度判定 

 
救援活動期 
(3 日～ 
1 週間) 

 
□災害に関する諸情報の速報及び連

絡※ 
□河川、水路の保全及び応急復旧※ 
□樋門、ポンプ場の操作及び管理※ 
□下水道施設等の保全・応急復旧※ 
□道路、橋梁、公園及び緑化施設等の

被害状況の調査及び保全・応急復旧 
□危険区域等の警戒調査及び応急復

旧 
□障害物の除却 
□危険区域等の情報収集等 

【優先度 A】 
□部の所掌する事務に関する要望、苦

情等の受付およびこれらの処理に

ついての他の部局との連絡調整 
□安全・安心見守りﾈｯﾄﾜｰｸ事業に係る

企画および総合調整 
 

 
救援活動期 
(1 週間～ 
3 カ月) 

 
□災害に関する諸情報の速報及び連

絡※ 
□河川、水路の保全及び応急復旧※ 
□樋門、ポンプ場の操作及び管理※ 
□下水道施設等の保全・応急復旧※ 
□道路、橋梁、公園及び緑化施設等の

被害状況の調査及び保全・応急復旧 
□危険区域等の情報収集等 

 ※応援要請業務としても想定 
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  避難部 
 

フェーズ 災害対応業務 優先的通常業務 

 
初動期 
 
 

 
□避難所の開設及び管理運営 
□避難者の誘導及び収容 
□避難者等の調査及び名簿の作成 
□避難所間の連絡調整 

【優先度 S】 

 
救援活動期 
(3 日～ 
1 週間) 

 
□避難所の開設及び閉鎖並びに管

理運営 
□避難者の誘導及び収容 
□避難者等の調査及び名簿の作成 
□避難所間の連絡調整 
□避難所のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動の運営 
 

【優先度 A】 
□教育施設の管理保全および営繕※ 
 

 
救援活動期 
(1 週間～ 
3 カ月) 

 
□避難所の開設及び閉鎖並びに管

理運営 
□避難者の誘導及び収容 
□避難者等の調査及び名簿の作成 
□避難所間の連絡調整 
□避難所のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動の運営 
 

 
 ※応援要請業務としても想定 
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  援護部 
 

フェーズ 災害対応業務 優先的通常業務 

 
初動期 
 
 

 
□要援護被災者・児に対する援護 
□ｼｮｰﾄｽﾃｲ等、避難所外の収容 
□福祉施設の被害調査及び応急対  

 策 
□災害時要援護者に関すること 
□避難行動要支援者に関すること 
□救護所の設置及び救護班の編成 
 

【優先度 S】 
□高齢者虐待の防止等（介護保険ｻｰ

ﾋﾞｽ除く） 
□生活保護者等に対する医療およ

び介護に係る事務 
□生活保護法に関すること 
□法定外の生活相談、援護等 
□行旅病人及行旅死亡人取扱法に

関すること 
□中国残留邦人等に関すること 
□救急医療体制および災害等医療

体制に関すること 
□こども発達支援ｾﾝﾀｰ管理運営 
 

 
救援活動期 
(3 日～ 
1 週間) 

 
□義援金及び見舞金等の取り扱い

並びに配分※ 
□生活資金等の融資※ 
□要援護被災者・児に対する援護※ 
□ｼｮｰﾄｽﾃｲ等、避難所外の収容 
□福祉施設の被害調査及び応急対  

 策 
□災害時要援護者に関すること 
□避難行動要支援者に関すること 
□被災者等に対する保健・予防 
□救護所の設置及び救護班の編成 
 
 
 
 
 
 
 

【優先度 A】 
□室内の庶務および経理に関する

こと 
□阪神北広域救急こども急病ｾﾝﾀｰ

に関すること 
□各種医療機関との連絡調整 
□市立伊丹病院および関係機関と

の連絡調整 
□休日、夜間に係る応急診療所の運

営 
□保育所の入退所事務 
□公立保育所の管理運営 
□私立保育所の指導 
□認定こども園の運営 
□住宅に関する基本計画および総

合的な施策に関すること 
□市営住宅に関すること 
□市が管理する公社賃貸住宅に関

すること 
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救援活動期 
(1 週間～ 
3 カ月) 

 
□義援金及び見舞金等の取り扱い

並びに配分※ 
□日本赤十字社との連絡調整 
□生活資金等の融資※ 
□要援護被災者・児に対する援護※ 
□ｼｮｰﾄｽﾃｲ等、避難所外の収容 
□災害時要援護者に関すること 
□避難行動要支援者に関すること

□被災者等に対する保健・予防 
□救護所の設置及び救護班の編成 
□応急仮設住宅の建設等※ 
□市営住宅等の保全及び応急復旧 
 

□ 現金および有価証券の出納およ

び保管 
□小切手の振出しに関すること 
□現金および財産の記録管理 
□支出負担行為の確認 
□支出命令の審査 
□所得税法第204条の規定に関する

こと 
□諸給与の所得税等控除金の徴収

額月末集計に関すること 

※応援要請業務としても想定 
  

  物資部 
 

フェーズ 災害対応業務 優先的通常業務 

初動期 
 
 

□被災者に対する食糧の確保、生活必

需品・救援物資の調達、管理、配付 
□物資の供給計画に関すること 
□救援物資等の集配、保管、管理 

【優先度 S】 

救援活動期 
(3 日～ 
1 週間) 

□被災者に対する食糧の確保、生活必

需品・救援物資の調達、管理、配付 
□物資の供給計画に関すること 
□物資に関するﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動の運営※ 
□救援物資等の集配、保管、管理※ 

【優先度 A】 
 

救援活動期 
(1 週間～ 
3 カ月) 

□被災者に対する食糧の確保、生活必

需品・救援物資の調達、管理、配付※ 
□物資に関するﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動の運営※ 
□救援物資等の集配、保管、管理※ 
□所管施設の被害調査及び応急復旧 

 ※応援要請業務としても想定 
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３．４ 非常時優先業務の実施 
 
  非常時優先業務体制への移行 
 非常時優先業務体制への移行については、「第１章 総論 １．６ 計画の発動基準等」で

定める発動基準によるものとし、各部局は災害対応業務に迅速に着手するとともに、通常業

務については、「３．３ 各部局の非常時優先業務 」に基づき、各対策部の本部員の指示に

従い、情報連絡責任者の指揮の下、動員の配備を災害対応業務および優先的通常業務を実施

する体制（以下「非常時優先業務体制」という）に移行する。 
  
【フロー図】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【再掲】 
（１）発動基準 
 大規模な災害の発生により、「災害救助法が適用される場合（多数の者が生命又は身体

に危害を受け、又は受ける恐れが生じた場合。）」又は市災害対策本部において本部長が必

要と認めたとき。 
 【本部長が必要と認める基準例】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

災
害
発
生 

本部員から 
指示 

非常時優先業務 

動員状況から 
災害対応業務

と優先的通常

業務に対する 

動員体制を各

部局の非常時

優先業務に基

づき決定 

災害対
応業務 

通常業務 

○配備編成計画（地震防災非常時配備態勢）基準 
 ・防災指令２号（第３配備）を発令したとき（＝震度 6 弱の地震が発生） 

  ・防災指令１号（第２配備）を発令し、かつ、建物倒壊や人的の被害が相当見

込まれるとき 
○業務継続計画基準 
 ・災害により、行政機能の確保が著しく困難なとき 
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  市民への広報の実施 
 非常時優先業務体制への移行は、市民サービスにも制約は生じるものであるから、速や

かに市民に対し窓口等の業務停止の範囲及び業務の再開時期について広報する。 
（広報体制及び方法） 

 地域防災計画本編「第２編震災対策計画 第１１節災害広報体制の整備」及び資料編

「資料１３ 広報体制」の方法によるものとする。 
 
【フロー図】 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
  

災
害
発
生 

非常時優先業務の実施 

※
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（3）非常時優先業務実施にかかるマンパワー・資機材・物資の配分調整 
 災害発生時は、膨大なマンパワーが必要となり、事前に非常時優先業務を選定しても、

災害の態様によっては、各対策部はマンパワーの不足が常態化する可能性もありうる。ま

た、公用車等の資機材や、燃料等の物資についても、適時適切な配分が必要である。 
 災害対策本部においては、次の考え方を踏まえ、これら業務継続に必要となる人的・物

的資源の配分を行う。 
 
【配分調整の考え方】 
 ① 調整の手順（マンパワーに関すること） 
  Ⅰ 各対策部内での調整 

  Ⅱ 各対策部間での調整 
  Ⅲ 各対策部間での調整を以ってしても不足する場合は、受援計画に基づき応援要請 

 

 ② 配分調整における留意事項 

  Ⅰ 燃料の配分調整 
   非常時においては、災害対応に用いる公用車だけでなく、市庁舎等における非常用

発電機の運転や、避難所での採暖など、さまざまな状況において燃料が必要となる。 
   平常時においては、市有施設における燃料の備蓄・各施設が使用する油種等の把握

に加え、兵庫県が石油連盟との間で締結している覚書や市のライフライン供給に関す

る協定により、本市の重要施設の燃料の確保を行う。しかしながら、災害発生時にお

いては交通の混乱や、協定を締結した納入業者の被災により、庁内各部局の要求する

量のすべてを調達できない事態も想定される。 
   そのため、燃料の配分にあたっては、燃料の供給可能量に鑑み、非常時優先業務の

中でも特に重要な機能及び停止させてはならない業務について、優先的に燃料を配分

することが必要である。 
 
  Ⅱ 公用車の運行状況 

   災害発生の初動期においては、避難所への職員の派遣、所管施設等との連絡・被害

状況調査等をはじめとした様々な災害対応業務において、職員の移動手段の確保が重

要となる。 

   本市が確保する公用車の台数には限りがあり、災害発生時においては、燃料確保も

困難となることが想定されるため、初動期の公用車については、総括本部事務局で災

害時優先車両の管理を行い、災害時の優先業務を精査した上で、車両の有効活用を図

る。また、初動期以降も業務に使用する自動車の需要は増えることが想定されること

から、「資料編２１ 車両調達方法」による調達、災害サポート登録事業者の車両の

貸与やレンタカーの活用等を行うものとする。 
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第４章 受援計画 

４．１ 総則 
  受援計画の目的 
 災害救助法が適用されるような大規模災害時には、膨大な災害対応業務が発生するとと

もに継続すべき通常業務に対応しなければならないが、その一方で、庁舎の被害や職員の被

災などによって行政機能が大幅に低下することが想定される。 
受援計画の目的は、災害対策基本法第４２条第４項に基づき、受援体制や支援を要する業

務など事前にかつ具体的に定めておくことで、被災による行政機能の低下や発災時の混乱

期においても躊躇なく早期の応援要請を可能とし、他都市や関係機関、民間事業者、ＮＰＯ、

ボランティアなどの外部からの支援を最大限に活かすことにより、効果的な災害応急対策

の遂行と、迅速かつ円滑な被災者支援の実現を目指す。 
  
  計画とする危機管理事象 

 「第１章 １．６ 計画の発動基準等」による発動基準を満たす災害現象とする。 

 

  応援要請業務の選定 

 受援計画における応援要請業務の選定方針等については、「第２章 ２．３ 非常時優先業

務及び応援要請業務の基本方針 ２．４非常時優先業務及び応援要請業務の選定」参照。 

 

  受援計画の効果 

 受援計画を策定することにより、あらかじめ非常時優先業務のうち応援要請業務の明確

化並びに受援に必要な組織整備を行うことで、地域防災計画や災害対応マニュアルでは必

ずしも明らかでなかった「行政も被災する深刻な事態」も考慮した非常時優先業務の執行に

必要な資源の確保が図られることで、災害発生直後の混乱で行政が機能不全になることを

避け、早期により多くの業務を実施できるようになる。また、自らも被災者である職員の睡

眠や休息、帰宅など安全衛生面の配慮の向上も期待できる。 
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） 
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４．２ 受援計画の考え方 
 受援計画における基本的な考え方は、以下のとおりとする。 
 
  受援計画の対象 
 本受援計画は、災害発生後から想定される応援・派遣の形態のうち、下記の点線内の

「初動期」、「救援活動期」における応援・受援を対象範囲とする。被害規模が大きくな

り、復興の取り組みに至るまでの対応が長期化すると、別の枠組みでの「支援」が必要と

なることから、本計画の発動基準（１．６ 計画の発動基準等  解除基準）に基づき３

カ月以降は、本受援計画の対象としないものとする。 
 

  

復
旧
・
復
興
期

 

地方自治法に基づく派遣 
地方公共団体の長が、当該地方公共団体の事務の処理の

ため特別の必要があると認めるときに、他の普通地方公

共団体の長に対し派遣を求めることができるもの。 
派遣期間は原則として長期にわたり、派遣職員の身分の

異動を伴う（派遣先の身分と併任） 
【根拠】地方自治法第 252 条の 17 第 1項 

【想定業務】 

災害査定等の社会

基盤施設復旧業務

（道路等の災害復

旧） 

など 

初
動
期
・
救
援
活
動
期 

（
３
日
～
１
週
間
） 

災害対策基本法に基づく応援 
災害応急対策を実施するために必要な業務を実施する。 
応援期間は短期間であり、応援職員は身分の異動を伴わ

ない。なお応援を求められた地方公共団体は、正当な理

由がない限り、応援を拒んではならない。 
【根拠】災害対策基本法に基づく市町村長等の間（67

条）、市町村長等と都道府県知事等の間（68 条）、

都道府県知事等の間(74 条)の応援 

【想定業務】 
避難所運営支援 
物資集積拠点支援 
住家被害認定調査 

など 

相互応援協定に基づく応援 
地方公共団体間での災害時応援相互協定等に基づく派遣。

応援期間は基本的に短期間であり、応援職員は身分の異

動を伴わない。 
【根拠】災害時相互応援協定等 

【想定業務】 
協定に規定されて

いる業務 
（資料編：応援協

定等一覧参照） 
救
援
活
動
期 

（
１
週
間
～
３
カ
月
） 

ボランティアによる応援 
個人又は団体が災害支援を任意に行うものや市がボラン

ティアセンターに応援を要請するものがある。 
ボンランティアは市職員の身分を付保されない。 
【根拠】災害対策基本法に基づく連携（5 条の 3） 

【想定業務】 
避難所運営支援 
物資集積配布 
 

受
援
計
画
の
対
象
と
な
る
範
囲 
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  受援に必要な組織整備 
 平時の行政事務においても人事管理や物品管理・出納管理の業務は行っているが、災害時

には大量の要員を動員することや、外部からの応援要員・救援物資の受入や管理は行ってい

ないため、受援を統括する組織がなければ、災害対応時に各対策部が個別に応援を受け、全

体の把握ができなくなり、被災地のニーズが迅速かつ的確に応援部隊に伝わらない等の弊

害が出ることが予想される。 
 大規模災害時には、総括本部事務局内に受援本部を設置することで、災害対策本部の方針

の伝達や現場ニーズの吸い上げ等の迅速な対応を行うこととする。このように応援受入本

部が受援を統括することによって、全体の把握、各対策部への需要と供給の調整の円滑化を

図ることとする。 
 
  応援要請業務の明確化 
 支援を効果的に活用するため、応援要請業務の内容を平素から明確にしておく。 
 災害時の業務には、経常業務の延長線上の業務と、平時は行われていない災害特有の業務

があることから「応援要請業務（任せる業務）」について明確化する。法に基づき業務の代

行を依頼する際には、特定の避難所やエリアを任せる場合、既存組織の一員として職員の指

揮命令のもとで業務に従事してもらう場合など、職員が関与する度合いに応じた業務の「任

せ方」を定めた受援シートを策定し、支援の効果を高めることとする。 
 
  早期の応援要請 
 大規模災害時には、迅速かつ的確に対策を進めるために、まずは災害の規模を把握するこ

とに努め、本市単独で対応可能なのか応援要請が必要なのかどうかを早期に判断し、応援要

請が必要と判断した場合は、本部会議での決定を経れば決裁手続等を経ていない場合でも

応援要請を躊躇せず、早急に行うこととする。 
応援要請決定の確定時期までの目安は、以下のとおりとする。 
 

【応援要請決定の目安】   
＜優先度＞ ＜要請先＞                ＜時期＞ 

①県知事、自衛隊、警察、指定行政機関等 ⇒ 第１回災害対策本部会後すぐ 
②民間協定先（食糧のみ※備蓄の関係上） ⇒ 発災後１日以内 
③行政機関（応援協定市）        ⇒ 発災後３日以内 
④民間協定先（食糧除く）        ⇒ 発災後４日以内 
⑤ボランティア        ⇒ 発災後１週間以内 

  
 
 

○大  
 
 

○小  
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  積極的な情報発信 
 情報については、受援シートに基づき行うものとし、受援対象業務を周知するとともに、

発災後の適時適切な時期に、外部に対して積極的に公表していく必要がある。この観点から、

発災時には被災者と被災地に関する情報収集が重要となる。 
 応援を要する内容は、災害の発生時期や時間の経過とともに変化し、的確かつ即時的な情

報収集が求められることから、被害状況の支援ニーズ、受入体制など収集した情報は、報道

機関等を通じて迅速に情報提供を行うこととする。 
 また、報道機関への情報提供にあたっては、下記の内容に留意することとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 ①災害対策本部事務局（受援本部）に情報提供窓口を一本化させ、情報内容に行き違い

を防ぐ。 
 ②定例の記者会見を開催し、発信したい情報を積極的に広報し、あわせて市公式ＳＮＳ

を使うことで、即時的な情報の発信に努める。 
 ③必要に応じて地図等の補助資料を用いて分かりやすく説明する。 

-44-



 

４．３ 受援本部の設置及び役割 
 

  受援本部の構成と役割 
 
【受援本部の構成】 
 大規模災害時における応援を円滑に受け入れるために、応援受入の総合窓口として「受援

本部」を総括本部事務局内に設置することとし、その本部構成は下記のとおりとする。また、

ボランティア（福祉活動）及び物資に関しては、援護部及び物資部が受援本部からの要請を

受けて応援団体等と調整を行うものとする。 
 （受援本部） 
  指揮者  ：人材育成室長 
  受援担当 ：人材育成室（災害時の規模等で判断するが、必要人数は最低２名とする。） 
  ボランティア担当：援護部（必要人数は最低１名とする。） 
  応援物資担当：物資部（必要人数は最低１名とする。） 
 
【各対策部の役割】 
 各対策部の応援要請が必要な場合は、各対策部の庶務担当課において、受援シートをもと

に応援要請をとりまとめ受援本部に依頼するものとする。 
 
【イメージ図】 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

伊丹市   災害対策本部 

【
各
対
策
部
（
庶
務
担
当
課
）】 

総括本部事務局 

【
受
援
本
部
】 

総
合
受
付
・
受
援
集
約 

【援護部】 
（ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ担当） 

【物資部】 
（応援物資担当） 

【社会福祉協

議会】 
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ 

 

応援団体（他都市／民間事業者／協定先） 

物資協

定先 

ボラン

ティア 

①受援シートで、 

応援要請依頼 

②応援要請 

②応援要請 

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱのみ 

②応援要請 

物資のみ ③物資協定先に

物資依頼 

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

受付 ③ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ 

応援要請 

④物資の調達 

⑤応援状況（ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ・物資）

の報告 

④派遣 

 応募 

③人材派遣及び 

協定先との調整 

⑥受援本部で応

援状況を集約し、

各対策部に派遣

先等割振り 

要請・受援状況の報告 
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  受援本部の役割 
 受援本部の役割については、下記のとおりとする。 
 
 ①応援団体からの連絡を最初に受ける総合窓口 
 ②援護部（ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ担当）及び物資部との受援の連携に関する取りまとめ 
 ③各対策部からの応援要請の受援シートの取りまとめ及び応援団体への要請 
 ④応援団体等からの応援状況に基づいた、各対策部への割り振り及び取り次ぎ 

⑤定期的な全体調整会議の開催 
 ⑥応援受入に伴う業務間の調整 
 ⑦市全体の応援要請の情報発信 
 ⑧市全体の応援受入状況及び作業状況の情報発信 
 
 

  応援要請業務の選定 

 受援計画における応援要請業務の選定については、「第２章 ２．３ 非常時優先業務及び

応援要請業務の基本方針 ２．４ 非常時優先業務及び応援要請業務の選定」参照 
 応援要請業務を定めた場合には、受援シートをあらかじめ作成しておくものとする。 

 

 

  受援シートに定める主な内容 
 受援本部に依頼するために基本となる受援シートについては、下記に定める事項とする。 
 ■ 応援要請に関する情報 
  ① 応援業務に関する情報 
  ② 応援要請先、協定事業者 
  ③ 求める職種 
 ■ 受援体制に関する情報 
  ① 指揮命令者、受援担当者 
  ② 業務遂行体制 
  ③ 受援に必要な滞在場所の確保 
  ④ 執務スペースの確保 

 ⑤ 受援活動に必要な資機材等の確保 
 ■ 活動体制 
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  その他の受援の流れ 
 

① 応援要請の要否の判断 
各対策部（個別事務担当）は、非常時優先業務の実施にあたって、対策部内の職員参

集状況等を鑑み、人員が不足する場合は、応援要請を〔様式１〕にとりまとめ、各対策

部（庶務担当）に提出する。 
 
 

② 受援本部の応援要請とりまとめ 
各対策部（庶務担当）は、各対策部（個別事務担当）からの応援要請をとりまとめる。

とりまとめ後、各部局内の職員での調整の可能性、他自治体への応援要請の可否（受入れ

後の活動スペース等）等を判断し、応援団体への応援要請を〔様式１〕にとりまとめ受援

本部に要請する。 
 
 

③ 応援要請のとりまとめ 
受援本部は、各対策部からの要請を取りまとめ、職員の参集状況、各対策部の人員の

ばらつきの解消、被害の大きい地域に職員を集中して動員するなどの調整を実施する。 
 
 

④ 応援要請の決定 
調整の結果、なお人員が不足する場合は、受援本部が受援計画をもとに応援要請の決

定をする。 
 
 

⑤ 応援要請の実施 
受援本部は、応援要請を決定した場合は、あらかじめ作成している「受援シート」に

基づき、応援団体に電話等で要請し、その後、〔様式２〕を提出する。 
また、応援団体に対して、滞在場所の確保、飲料水、食料、その他業務遂行に必要な

資機材の持参を要請する。 
 
 
 

⑥ 応援要請結果の伝達 
受援本部は、応援団体への応援要請・調整結果を各対策部（庶務担当）に、受領した

〔様式２〕を活用して伝達する。 
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各対策部（庶務担当）は、受援本部からの伝達を受け、各対策部内での応援者の要請・

調整結果を受領した〔様式２〕を活用して各対策部（個別事務担当者）に伝達する。その

際、応援者の人数や到着時期、集合場所、携行品等についても、事前に把握・整理する。 
各対策部（個別事務担当）は各対策部（庶務担当）からの連絡を受け、受入れの準備

に着手する。 
 
 

⑦ 応援者の受入準備 
各対策部（個別事務担当者）は、応援団体を円滑に受け入れるため、次の準備を行う。 

  a)必要な資機材 
業務に必要な資機材は、原則、各対策部で準備する。ただし、自動車や特殊な業務

に係る資機材は、不足が想定されるため応援者に持参するよう要請する。 
b)執務スペース、活動拠点 

応援者の執務スペース及び活動拠点を各対策部で準備する。 
c)業務内容・手順等の整理 

各対策部は、要請する業務内容・手順等を災害対応マニュアル等に整理しておく。 
 
 

⑧ 応援者の受入れ 
a)受付 

各対策部（個別事務担当）は、応援者の受付を行う際に、応援者の団体名や氏名、

活動期間、滞在場所を明記した〔様式３〕を作成する。作成後、各対策部（庶務担

当）及び受援本部に写しを提出し、原本は各対策部（個別事務担当）で保管する。 
b)業務内容等の説明 

各課受援担当は、応援者が行う業務の内容や手順について、必ず業務開始前に応援

者に対して説明を行う。 
 
 

⑨ 応援者の受入れの報告 
応援者を受け入れた後、受援状況を受援本部に報告する。受援本部は、全庁の受援状

況を取りまとめて災害対策本部会議に報告する。 
 
 

⑩ 受入終了の報告 
応援者の受入れを終了する場合は、各対策部（個別事務担当）は、〔様式４〕により

各対策部（庶務担当）を通じて受援本部に報告する。 
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  異なる流れによる受援について 
 

① 外部からの応援の申し出（プッシュ型）への対応 
本市の応援要請及び協定締結に基づかない外部からの応援の申し出（プッシュ型）に

ついては、申し出先の応援団体との連絡調整や受援の判断等は、受援本部が応援団体と

の連絡・調整を行い、当該申し出のあった業務を所管する各対策部（庶務担当）に通知

して、受入れの有無を決定する。 
 

専門職種職員などのプッシュ型の申し出については、各対策部に直接応援の申し出が

あった場合には、各対策部が受援の有無の判断を行った後、受け入れたい旨を〔様式

２〕に記入して、受援本部に報告する。 
なお、申し出に基づいて応援を受け入れた場合においても、本市から応援要請した場

合と同様の手順で、受援対象業務を行う。 
 

② 受援本部を介さずに応援要請するケース 
自衛隊や警察など受援本部を介さずに受援を要請した場合は、速やかに受援本部に、

〔様式４〕を使って報告する。なお、応援団体とのルールであらかじめ定められた様式

がある場合は、その様式を用いて報告してもよい。 
 
 ③ボランティア及び物資の応援要請に関するケース 
  ボランティアにあっては援護部が、物資にあっては物資部が応援要請を行うため、受

援本部は、ボランティア及び物資に関する応援要請が各対策部からあった場合について

は、援護部及び物資部に依頼するものとし、その手続き「４．５ 物的支援受入計画」

及び「４．６ 災害時ボランティア受入計画」によるものとする。 
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４．４ 人的支援受入計画 
 
  受援担当 
 受援本部が、行政関係者、協定事業者及び災害サポート登録事業者の人的支援（ボランテ

ィアを除く。）について担当する。 
 
  応援要請業務の種類・受援の流れ 

 【応援要請業務】 

  応援要請業務の種類については、「４．７ 応援要請業務一覧」のとおりとする。 

  

 【受援の流れ】 

  受援の流れについては、「４．３ 受援本部の設置、体制   応援要請から受入れま

での流れ」を参照 

 

  応援側へ発信する情報 

 応援を要請する場合には、受援シート及び各対策部からの〔様式１号〕を活用し、下記に

留意しながら、積極的に情報を公開していくものとする。 

 

 ① 通行止めの状況、宿舎等の受入条件等、支援者の活動に有益な情報 

 ② 支援する際に避けてほしい内容の情報 

 ③ 資格・経験の必要性の有無 

 ④ 要請期間（※原則として１週間以上のサイクルを目途に応援を要請する） 

 ⑤ 要請人数又は不明な場合は要請規模 

 

 

  費用負担 

 協定や要請に基づく応援の場合には、応援職員の旅費、救援物資の購入費、車両等の燃料

費、機械器具類の輸送費等については、概ね本市が負担することとされており、その他につ

いては、それぞれの協定等で定められているとおりとする。また、災害救助法が適用される

と、避難所の設置等一部の業務の費用については兵庫県が支弁する旨の周知を行うものと

する。 

 なお、要請に基づかない自主的な応援（プッシュ型）の場合については、応援に要する費

用負担を応援側に依頼することとする。 
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  長期化への対応 

 長期間にわたる復旧、復興への取り組みを継続していくために、長期化の予想が見込まれ

た時点で、職員間のローテーションにより職員の健康管理を図りながら対応をしていくこ

ととするが、職員のすべてが一度に入れ替わることのないよう、業務の継続性を意識したロ

ーテーションを組むこととする。 

 

  応援の撤収要請 

 応援の目的が達成されたとき、又はその必要がなくなったときは、各対策部は本部員と協

議の上その撤収を決定し、受援本部にその旨を〔様式４号〕によって報告する。報告を受け

た受援本部は、応援団体に撤収の要請について調整し、調整が終了した時には、災害対策本

部会議で報告するものとする。 
 また、応援団体側の事情による応援終了の判断については、その意向に従うこととする。 
 
【撤収の流れ】 
 
 
 
 
 
  

総括本部事務局 【
各
対
策
部
】 

（
庶
務
担
当
課
） 

 

（
個
別
事
務
担
当
） 

【
受
援
本
部
】 

総
合
受
付
・
受
援
集
約 

【
応
援
団
体
】 

 

（
国
・
県
／
民
間
事
業
者

／
協
定
先
）

  

①応援の撤収

について協議 

本部員 

②撤収要請 

〔様式４号〕 ③撤収要請 

④応諾及び

当該職員へ

の撤収指示 

⑤応諾の報告 

災害対策本部会議 

⑤災害対策本部会議

で報告 

応援終了の要請 

※応援団体の判断によるもの 

＜その後の手続＞ 

⑤の手続を行い、各対策部は〔様式

４号〕を受援本部に提出 

 

・

ニーズ
を認知 

本部員 
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４．５ 物的支援受入計画 
 

 大規模災害時の支援物資の受入については、交通の遮断や燃料不足、被災状況や支援ニー

ズの把握が困難なことにより受援調整に時間を要するなど、様々な問題が生じることが予

想される。また支援物資の受入、管理、輸送は専門の技術が必要となることから、平常時か

ら協定事業者との連携が必要となる。 

 これらの想定される問題について、事前に大綱を定めスムーズな支援物資の受入・輸送を

可能とするため、本受援計画に基づき物資部の災害対応マニュアルを定めるものとする。 

 

  受援担当 
 物資部が、物資支援の受入を担当する。 
 
  受援本部との関係 
 受援本部は、各対策部からのニーズを取りまとめ物資部に報告し、また物的支援の情報を

集約するものとする。※受入・配送等の手続は行わない。 
物資部は物資の供給に関して相手方と調整及び各対策部又避難所等へ配送等を行うもの

とし、その状況を受援本部に報告するものとする。 
【関係図】 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

総括本部事務局 

【
各
対
策
部
】 

【
応
援
団
体
】 

（
県
／
協
定
先
／
民
間
事
業
者
／
個
人
）

 

【
受
援
本
部
】 

総
合
受
付
・
受
援
集
約 

①物資要請 ②物資要請 

〔指令書等〕 

⑤支援物資

の受援報告 

避
難
所
等 

【
物
資
部
】 

③物資要請 

・ ニーズ
を認知 

④支援物資 

⑤支援物資

の配送 

【プッシュ型の支援】 

※応援団体の判断によるもの 

＜手続＞ 

受援本部が一度総合窓口となり集約して

物資部に報告し、物資部が⑤の手続を行う 
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  支援物資の応援要請・調達方法 
 ① 応援要請 
  支援物資及び輸送に関する応援要請は、資料編「応援協定等一覧」を参照して応援団体

に対して行うものとする。そのため、物資部は平時から応援協定内容等の把握に努めるも

のとする。 
 
 ② 調達方法 
  支援物資の調達方法としては、下記の内容を想定し、県や協定先等からの提供を受けた

ものを市で定める支援物資集積所に集積し、被災者に配布することとする。 
  ただし、物資部内での要請役、集積役、輸送役などの役割分担及び詳細な調達方法につ

いては本手順を参考に、物資部の災害対応マニュアルで定めておくものとする。 
 
 
  
【備蓄物資を避難所に供給する場合】 
  
  
 
【協定先に要請し、物資を調達する場合】 
 
 
 
【県に要請し、物資を調達する場合】 
 
 
 
【企業・個人等からの申し出に対し、市から要請し、物資を調達する場合】 
 
 
 
【プッシュ型の場合】 
 
 
 

※ 輸送の対応については、市職員だけでなく、輸送に関する協定の協定事業者の活用を行
うよう要請すること。（参考：資料編「応援協定等一覧」） 

  

情報の流れ 
物資の流れ 

避難所 
(避難部) 

総括本部
事務局 物資部 備蓄 

倉庫 避難所 
要請 連絡 出荷 

手配 
輸送 

受援本部 物資部 協定先 物資 
集積所 

避難所等 
要請先 

各対策部
(要請元) 

要請 連絡 要請 輸送 輸送 

受援本部 物資部 県災害対
策本部 

物資 
集積所 

避難所等 
要請先 

各対策部
（要請） 

県広域
集積所 

要請 連絡 要請 出荷 
手配 

輸送 輸送 

受援本部 物資部 物資 
提供者 

物資 
集積所 避難所等 物資 

提供者 
要請 連絡 要請 輸送 輸送 

物資 
集積所 

 
避難所等 物資 

提供者 
輸送 輸送 
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  支援物資集積所の設置 

 支援物資集積所の選定にあっては、地域防災計画に定める「支援物資の集積、保管場所の

条件」により、下記の候補地から施設の被災状況を踏まえ選定するものとする。 

【支援物資集積所】 

・スワンホール ・中央公民館 ・伊丹スポーツセンター ・緑ケ丘体育館 

 

 また、市内５箇所に設置している備蓄倉庫についても、支援物資集積所としても使用する

こととし、それでも不足する場合には公共施設だけではなく、協定事業者、運送会社や倉庫

会社等民間施設についても協力を求めることとする。 

 

  義援物資の取り扱い 
 災害の状況によっては、義援金品の募集を行うものとし、その募集にあたっては、報道機

関に協力を求めるとともに、立て看板、ポスターの掲示及び各種団体関係機関を通じ一般市

民に呼びかけ、物資集積所（地域防災計画には義援物資集積所をスワンホール及び中央公民

館と定めている）に集約するものとする。 
この場合、義援物資については、配分の円滑を期すため以下の点に留意するよう併せて依

頼する。 
① 梱包を解かずに済むよう、梱包物資の内容、種類、数量を梱包の表に貼付する。 
 また、衣服類はサイズ等を明記する。 
② 古着の場合は梱包処理に追われるとともに、配分に困ることが多い。また、その結果

破棄される場合も多いので、できる限り義援物資としないこと。 
③ 義援物資は基本的に保存のきくものとする。 
④ 個人から直接送られてくる義援物資については、大口のものは市が必要とする品目

のみ受け入れることとする。また、小口のものは仕分作業等に相当の労力が割かれるた

め、原則受け取らないこととし、義援金による支援を依頼することとする。 
 
(参考) 阪神・淡路大震災時の義援物資受入状況 
 総件数：約 3,000 件（個人：約 1,900 件、団体：約 750 件、匿名：約 350 件） 
  【義援物資受入の個人・団体別割合】 

  
寄贈規模 件数（割合） 

千単位以上 6 件（0.3％） 
百～千単位 39 件（2.4％） 
百以下※ 1,850 件（97.6％） 

 

個人 

匿名 

団体 

個人による義援物資の寄贈単位 

※百以下のほとんどが 50 以下の寄贈 
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４．６ 災害ボランティア受入計画 
 
 大規模災害時の災害ボランティアの受け入れについては、本市からの応援要請によるも

のだけでなく、被災地に訪れる受援本部が関知しない個人や組織への対応も想定される。 
 これらの受入について事前に対応方法を定めておくことにより、迅速かつ効果的な支援

を受けることが可能となる。 

 これらの想定される問題について、事前に大綱を定めスムーズに市社会福祉協議会が設

置するボランティアセンターと連携するため、本受援計画に基づき援護部の災害対応マニ

ュアルを定めるものとする。 

 
  受援担当 
 援護部が、ボランティアセンター（市社会福祉協議会）への要請及び受入を担当する。 
 
  受援本部との関係 
 受援本部は、各対策部からのボランティアの要請ニーズを取りまとめ援護部に報告し、ま

たボランティアの応援状況の情報を集約するものとする。 
援護部は、ボランティアの募集に関してボランティアセンター（市社会福祉協議会）と調

整及び各対策部又は避難所等へ応援決定の報告等を行うものとし、その状況を受援本部に

報告するものとする。 
 

  ボランティアセンター設置とボランティア受入方法 
 ボランティアの受入方法については、下記の方法がある。 
 ボランティア受入については、援護部の依頼により、市社会福祉協議会がボランティア

センターを設置し、ボランティアの登録・受入・派遣を行うこととする。なお、資格・専

門性を有する人材の確保については、「４．４ 人的支援受入計画」によるものとする。 
○地域防災計画（本編）抜粋「第２１節  ボランティア等との連携」 
  
  

【ボランティアセンターの活動内容】 
① ボランティアコーディネーターの確保 
② 宿泊場所の斡旋 
③ ボランティア保険の加入状況の把握 
④ 行政情報の提供（避難所情報、物資情報、交通情報等） 
⑤ 貸出用資機材の把握、貸出、使用の許可 
⑥ ボランティア活動に伴う材料費等負担についての協議 
⑦ ボランティア名簿の作成 
⑧ 民間ボランティアセンターとの連絡調整 
⑨ 兵庫県災害救援専門ボランティア制度運営委員会との連絡調整 
⑩ その他 

-55-



 

災
害
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
受
入
計
画
の
対
象
（
本
市
の
範
囲
） 

【県内の災害ボランティア基本スキーム及び本市の体制】 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

  

県民局・県民センター 

・施設提供 
・電話設置等の便宜 
・資器材貸与 
・職員派遣 

ボランティア募集、募金の要請 

県災害対策本部 

 
・県内社協の被害情報収集 
・他府県社協等との連携 
・ボランタリー基金の運用 
・ボランティアのニーズ把握 等 

ひょうご 
ボラタンリー 

プラザ 
（県社協） 

災害救援ボランティア活動支援 
関係団体連絡会議 

協力 

【立ち上げ・運営支援】 

・応援職員派遣 
・資機材の需要調整 
・ボランティアバス運行 等 

【調整・指示】 

・ボランティア必要性判断 
・災害ボランティアセンター 

運営協力依頼 
・被害状況等の情報提供 

 

記者発表 
ホームページ等県広報媒体 

資金調達 
（募金、共同募金補助、 
ボランタリー基金等） 

災
害
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー
開
設
の
働
き
か
け 

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
支
援
に
関
す
る
指
導
・
助
言 

被
害
情
報
・
支
援
要
請 

・備蓄資機材の貸与 
・その他連絡調整 

ボランティア 
募集数連絡 

 
伊丹市 

＜平時＞ 
市社会福祉協議会との連携 

 
＜災害時＞ 
 下記の体制により応援要請 

各対策部 
    応援要請 

受援本部を設置 
応援要請 

援護部 
 援護部が社会福祉協議会へ開設
要請及びボランティアの各対策部
へ派遣対応 

派遣 
報告 

ボランティアセンター 
【設置主体】市社会福祉協議会 
【運  営】市社会福祉協議会と援護部が 

連携して一体的に運営 

連携 

現場 
（各対策部の要請先） 

自治会長等 
現場への先導・紹介 

ボランティア 
派遣 

ボランティア 
派遣決定報告 

（出典：兵庫県地域防災計画を一部加工して使用） 
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４．７ 応援要請業務一覧 
 
 非常時優先業務一覧の整理において、各対策部で想定した受援対象となる応援要請業務

は、下表のとおりである。 
 

No 対策
部名 

業務名 業務概要 ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
要請有無

１ 総
括
本
部
事
務
局 

被災者生活
再建支援の
受付等業務 

１．申請の受付、申請の相談業務 
２．電話対応 なし 

２ 
災害弔慰金
等の受付等
業務 

１．災害弔慰金の申請の受付、申請の相談業務 
２．災害障害見舞金の申請の受付、申請の相談業務 
３．災害援護資金の申請の受付、申請の相談業務 
４．１～３の電話対応 
５．１～３の書類審査及びその業務補佐 

なし 

３ 
名簿、礼状等
の作成・整理
業務 

１．視察者、見舞者に対する応対（電話受付） 
２．視察者、見舞者の名簿作成等整理業務 
３．礼状等の作成、発送業務 

なし 

４ 
調
査
部 

災害応急対
策予算措置
等に関する
業務 

災害応急対策予算編成事務 なし 

５ 
罹災証明書
の交付に関
する業務（被
害認定調査） 

市内の家屋被害認定調査 なし 

６ 
環
境
部 

廃棄物の処
分（作業）計
画の策定業
務補助 

災害廃棄物処理実行計画の策定補助（災害廃棄物の発
生量の推計、処理・処分の方法、処理の進行計画、及
び最終処理完了の時期等を含む）。 

なし 

７ 
死亡者の収
容及び埋火
葬に関する
こと 

死体の収容・死体処理台帳の作成 なし 

８ 
薬剤による
家屋等の消
毒活動 

浸水家屋、その他衛生上で問題のある場所の消毒活動 なし 

９ 
廃棄物の仮
置き場の管
理業務 

仮置場選定後を前提として 
①災害がれきの仮置場への搬入方法や分別ルール等

について解体業者、収集業者等への指示、住民広報 
②仮置き場の準備（防水シート、搬入矢印、看板等設

置）、仮置場設置後の場内での車両受付、搬入チェッ
ク、分別 指示、場内警備等（警備入口出口、災害
がれき 11 種についての分別種別毎分別指示、場内
誘導ルート・シート設置・火災防止等巡回） 

 

なし 
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No 対策
部名 

業務名 業務概要 ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
要請有無

１０ 環
境
部 

廃棄物、し尿
の収集運搬
業務 

１．避難所ごみ及び家庭廃材、がれき等の収集運搬 
２．し尿の収集運搬（仮設トイレ含む。） なし 

１１ 

被害に伴う
苦情電話等
の対応及び
指令書の作
成業務 

被害に伴う苦情電話等の対応及び指令書の作成 なし 

１２ 
二次災害の
防止対策業
務 

二次災害を防ぐための調整 なし 

１３ 
住民異動届・
証明書交付
等受付業務 

転入、転居、転出などの住民異動届の窓口受付、処理。 
住民票等各種証明書の発行、電話応対など なし 

１４ 戸籍受付業
務 

出生、死亡、婚姻等の窓口受付、処理。 
他市町村への電話照会など なし 

１５ 埋火葬許可
書交付業務 死亡届に伴う埋火葬許可書の交付業務 なし 

１６ 
施
設
部 

災害情報の
把握及び連
絡調整業務 

・市民から寄せられる被害情報の収集 
・駐輪施設、駐車施設等の点検及び緊急調査 
・カーブミラー等点検及び緊急調査 

有 

１７ 
河川、水路の
保全及び応
急復旧業務 

・市民から寄せられる被害連絡、相談等への対応（窓
口、電話対応） 

・河川、水路（雨水）の緊急点検、緊急調査、被害状
況の確認 

・河川、水路（雨水）の応急復旧 

なし 

１８ 
樋門、ポンプ
場の操作及
び管理業務 

・市民から寄せられる被害連絡、相談等への対応（窓
口、電話対応） 

・樋門、ポンプ場（設備）の緊急点検、緊急調査、被
害状況の確認 

・樋門、ポンプ場（設備）の応急復旧 

なし 

１９ 
下水道施設
等の保全・応
急復旧業務 

・市民から寄せられる被害連絡、相談等への対応（窓
口、電話対応） 

・下水道施設等（汚水）の緊急点検、緊急調査、被害
状況の確認 

・下水道施設等（汚水）の応急復旧 

なし 

２０ 
避
難
部 

教育関係施
設の被害調
査及び応急
復旧に関す
ること 

・学校施設に行き被害状況の現地調査 
・安全確保のために、立入禁止場所の指示や応急修繕

の発注支援業務 
・災害復旧のための、建築工事の設計図書の作成の支

援業務 

なし 
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No 対策
部名 

業務名 業務概要 ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
要請有無

２１ 援
護
部 

生活資金等
の融資に関
すること 

融資業務にかかる受付事務及び書類作成事務 なし 

２２ 
応急仮設住
宅の建設等
に関するこ
と 

・供与可能戸数調査 
・相談窓口設置に伴う電話等の対応 なし 

２３ 
市営住宅等
の保全及び
応急復旧に
関すること 

市営住宅の被害状況の調査 なし 

２４ 
避難行動要
支援者に関
する支援 

・災害時における避難行動要支援者に関する情報の収
集、安否確認のための電話・訪問活動 
・避難場所等への誘導、応援要請 

有 

２５ 

義援金及び
見舞金等の
取り扱い並
びに配分に
関すること 

・義援金の受付業務 
・見舞金受付業務 なし 

２６ 
要援護被災
者・児に対す
る援護に関
すること 

・要援護者・児への対応 なし 

２７ 
被災者等に
対する保健・
予防に関す
ること 

・避難所の食事状況調査 
・被災者の健康状況確認 なし 

２８ 
被災者等に
対する保健・
予防に関す
ること 

・被災者の健康調査 
・被災者の健康相談 
・被災者の感染症予防 
・被災者のこころのケア 

なし 

２９ 
救護所の設
置及び運営
に関するこ
と 

・救護所の運営 
・ケガ、病気の治療 
・医師のサポート  
・治療・診療の記録  
・公衆衛生の周知  

なし 

３０ 物
資
部 

物資運搬等
業務 物資の運搬配布 なし 

３１ 
物資保管管
理、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
運営 

物資保管管理、ボランティア運営 有 

３２ 
物資運搬、保
管管理、ﾎﾞﾗ
ﾝﾃｨｱ運営 

物資の運搬、物資保管管理、ボランティア運営 有 
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第５章 計画の検証と見直し 
 本計画の継続性を図り、災害時での有効性を確実のものとするため、本計画の検証と見直

しについて、下記のとおり定めるものとする。 
 
 【検証と見直し方法】 

本計画の検証は、隔年で実施される総合防災訓練や図上訓練などで本計画を活用し、課題

の抽出等によって行うものとする。 
本計画の見直しは、総合防災訓練の反省を踏まえ行うこととし、概ね 2 年毎に見直しを

行うものとする。ただし、組織変更や事務分掌の変更等の影響を受ける非常時優先業務及び

受援シート並びに災害対応マニュアルは、適宜、各対策部において行うものとする。 
 
【ＰＤＣＡサイクル】 
 
 
 
 
 

【地域防災計画等との関係】 
地域防災計画との整合性及び 
各対策部の非常時優先業務等 
の見直しの影響による計画へ 
の反映については、本計画の 
見直し時期に合わせて実施。 
 
 

Plan 
災害対応計画 

（ＢＣＰ・受援計画） 

Do 
総合防災訓練 
災害対応 等 

Check 
課題の抽出 

Act 
計画の見直し 

【適宜検証・見直し】 
・非常時優先業務 
・受援シート 
・災害対応マニュアル 
 
 

＜計画策定及び改訂：市長＞ 

＜主体：各対策部＞ 

【毎年修正】 
地域防災計画の修正 
 
 
 
 ＜主体：防災会議＞ 
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水道相互応援協定一覧　⇒　【資料２３】
消防相互応援協定一覧　⇒　【資料４０】

相互応援

相互応援協定名 協定締結先 協定内容 締結年月日

兵庫県自治体病院開設者協議会
災害初動時相互応援協力に関す
る協定

神戸市，兵庫県，西宮市，芦屋市，宝
塚市，川西市，三田市，明石市，加古
川市，西脇市，三木市，高砂市，小野
市，加西市，社町，相生市，赤穂市，
神崎町，御津町，宍粟郡病院，公立豊
岡病院，香住町，浜坂町，公立八鹿病
院　合計２４箇所

・医療救護チームの派遣
・患者の受け入れ
・医師・職員の応援及び応急医薬品等の
提供

平成 8年 1月16日

災害応急対策活動の相互応援に
関する協定書

尼崎市・西宮市・芦屋市・宝塚市・川
西市・三田市・猪名川町　　合計６市
1町

・物資、資機材の提供
・職員等の派遣

平成 9年11月 1日
平成13年12月27日（改定）

大規模災害時の相互応援に関す
る協定

モーターボート競走開催１７市（１６
市１町）　東京都青梅市・広島県大竹
市・愛知県岡崎市・佐賀県唐津市・愛
知県蒲郡市・群馬県桐生市・岡山県倉
敷市・三重県津市・山口県周南市・愛
知県常滑市・埼玉県戸田市・徳島県鳴
門市・東京都府中市・香川県丸亀市・
福井県坂井市（三国町）・大阪府箕面
市　合計１６市１町

・食糧、飲料水及び生活必需品の提供
・被災者の救出、医療、防疫等に必要な
資機材及び物資の提供
・応援職員の派遣及び車両の提供
・その他特に必要とする事項

平成 9年 4月 1日
平成15年 4月21日

平成19年 4月 2日（改定）

兵庫県及び市町相互間の災害時
応援協定

兵庫県、各市町(２８市１２町）
合計４０箇所

・物資、資機材のあっせん又は提供
・職員等の派遣
・被災者の受入れ

平成18年11月 1日

兵庫県災害廃棄物処理の相互応
援に関する協定

兵庫県、各市町（２６市３２町）、関
係一部事務組合（１９箇所）、その他
（１箇所）　合計７９箇所

・災害廃棄物処理に必要な資機材等の提
供及び斡旋、災害廃棄物処理に必要な職
員の派遣、焼却、破砕等の中間処理の実
施及び処理業者の斡旋等

平成17年 9月 1日

大規模災害等の発生時における
相互応援に関する協定書

空港所在６市（北海道千歳市、岩手県
花巻市、宮城県名取市、同県岩沼市、
長崎県大村市、鹿児島県霧島市） 合
計６市

・食料および災害活動において必要な物
資、資機材の提供

平成22年 9月24日

災害時における伊丹市と伊丹市
内郵便局との相互協力に関する
覚書

伊丹市内郵便局
・避難先、被災状況等の情報共有
・郵政事業における災害特別事務扱い
等

平成12年 3月24日

東日本大震災関係
相互応援協定名 協定締結先 協定内容 締結年月日

東北地方太平洋沖地震の応援に
関する協定書

兵庫県

・収容施設の給与
・炊き出しその他による食品の給与及び
飲料水の供給
・被服、寝具その他生活必需品の給与又
は貸与
・医療及び助産　　　　　　等

平成23年 3月11日

東日本大震災に係る職員の応援
派遣に関する協定書

宮城県名取市 職員の応援派遣 平成23年 7月 1日

東日本大震災に係る職員の応援
派遣に関する協定書

宮城県岩沼市 職員の応援派遣 平成23年 7月 1日

輸　　送

相互応援協定名 協定締結先 協定内容 締結年月日

災害時における輸送の協力に関
する協定

日本通運㈱伊丹営業所 輸送の協力に関すること 平成 9年 4月 1日

災害時における輸送の協力に関
する協定

伊丹陸運㈱ 輸送の協力に関すること 平成 9年 4月 1日

災害時における輸送の協力に関
する協定

 
赤帽兵庫県軽自動車運送協同組合 輸送の協力に関すること 平成 9年 4月 1日

　応　援　協　定　等　一　覧　　
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救援等

相互応援協定名 協定締結先 協定内容 締結年月日

災害時における応急対策業務に
関する協定書

社団法人兵庫県建設業協会
建設用資機材と人員の派遣
（兵庫県が締結）

平成 9年 1月13日

伊丹市大規模災害等における隊
友会の協力に関する協定

社団法人隊友会兵庫県隊友会
伊丹・宝塚・川西地域支部

避難・救援のための支援活動及び災害関
連情報の収集・伝達等

平成21年10月23日

災害救助犬の出動に関する協定
書

特定非営利活動法人日本レスキュー協
会

災害救助犬による要救助者の捜索活動 平成26年 7月30日

災害時における消毒及び衛生
害虫等の駆除業務に関する協
定書

一般社団法人　兵庫県ペストコン
トロール協会

消毒及び衛生害虫等の駆除業務 平成27年 6月 1日

災害時における廃棄物の収集
運搬に関する協定

伊丹市環境事業協同組合 廃棄物の収集運搬に関すること 平成28年 6月 27日

災害時における福祉避難所等
への介護福祉士の派遣に関す
る協定書

一般社団法人兵庫県介護福祉士会
福祉避難所等の介護等に関する支援
全般の情報の収集・提供及び連絡調
整

平成29年9月13日

情報

相互応援協定名 協定締結先 協定内容 締結年月日

災害情報に係る緊急放送の実施
に関する協定書

伊丹コミュニティ放送㈱
緊急時に、他の放送に優先して災害情報
を放送

平成 9年 4月 1日
平成20年 3月31日

平成22年 4月 1日（改定）

伊丹市地域災害協力隊の災害応
急活動に関する協定書

住友電気工業㈱伊丹製作所

被災市民、避難先及び被災状況の情報の
提供、災害弱者についての情報及び対応
に関する相互協力、所管施設及び用地の
相互提供など

平成21年 1月13日

近畿地方整備局猪名川河川事務
所管内の河川情報及び映像情報
の提供に関する協定書

国土交通省近畿地方整備局猪名川河川
事務所

河川情報及び映像情報の提供 平成24年 2月13日

災害時における地図製品等の供
給等に関する協定書

株式会社ゼンリン関西第二エリア統括
部

災害時の地図製品の供給等 平成26年10月14日

災害に係る情報発信等に関する
協定

ヤフー株式会社 避難所情報等の提供 平成26年12月1日

ライフライン

相互応援協定名 協定締結先 協定内容 締結年月日

耐震性貯水槽（飲料水兼用１０
０ 型）の維持管理に関する協
定

伊丹市水道事業管理者 耐震性貯水槽の整備及び維持管理

平成 9年 5月 1日
平成10年 4月 1日
平成11年 4月 1日

平成21年12月 7日（改定）

災害時におけるプロパンガス等
の確保に関する協定

兵庫県エルピーガス協会北摂支部伊丹
地区会

災害時のプロパンガス等の調達 平成25年 8月 9日

災害時における消防車輌等に対
する燃料支援に関する協定書

伊丹市自動車運送事業管理者
燃料（軽油）の供給、自家給油取扱所の
使用

平成25年10月11日

災害時における応急対策業務に
関する協定書

兵庫県電気工事工業組合（尼崎支部・
西宮支部）

災害時の電気設備の復旧架設工事の実施
資機材の提供

平成26年 7月 8日

避　　難

相互応援協定名 協定締結先 協定内容 締結年月日

災害時等における避難者の受け
入れに関する協定書

大阪府池田市 避難者の受け入れ 平成18年12月13日

災害発生時における福祉避難所
の設置運営に関する協定書

株式会社ハーフ・センチュリーモア
要援護者等を当該避難所に避難させるこ
と

平成22年 4月14日

災害時における避難者への支援
協力に関する協定書

イオンリテール株式会社西近畿カンパ
ニー

避難に関すること 平成24年 7月26日
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災害発生時における福祉避難所
の設置運営に関する協定書

兵庫県立こやの里特別支援学校
要援護者等を当該避難所に避難させるこ
と

平成24年10月29日

災害発生時における福祉避難所
の設置運営に関する協定書

社会福祉法人いたみ杉の子
要援護者等を当該避難所に避難させるこ
と

平成26年 3月31日

災害時における避難所の開設運
営に関する協定書

公益財団法人伊丹スポーツセンター 避難所の開設 平成26年 4月 1日

災害時における避難所の設置
運営に関する協定書

医療法人尚和会
(介護老人保健施設　ケアヴィラ伊丹)

福祉避難所の設置運営に関すること 平成27年 6月29日

災害時における避難所の設置
運営に関する協定書

社会福祉法人ジェイエイ兵庫六甲福祉
会　　　(オアシス伊丹池尻)

福祉避難所の設置運営に関すること 平成27年 7月29日

災害時における避難所の設置
運営に関する協定書

社会福祉法人明照会
(特別養護老人ホーム あそか苑）

福祉避難所の設置運営に関すること 平成27年12月2日

災害時における避難所の設置
運営に関する協定書

社会福祉法人協同の苑
(特別養護老人ホーム K-maisonときめ
き）

福祉避難所の設置運営に関すること 平成27年12月2日

災害時における避難所の設置
運営に関する協定書

社会福祉法人翠松会
(特別養護老人ホーム 伸幸苑）

福祉避難所の設置運営に関すること 平成27年12月2日

災害時における避難所の設置
運営に関する協定書

医療法人社団豊明会
(介護付有料老人ホーム サニーガーデ
ン）

福祉避難所の設置運営に関すること 平成28年7月19日

災害時における避難所の設置
運営に関する協定の一部を変
更する協定

社会福祉法人　ジェイエイ兵庫六甲福
祉会　　　(オアシス千歳)

福祉避難所の設置運営に関すること 平成28年10月31日

災害時における避難所の設置
運営に関する協定の一部を変
更する協定

社会福祉法人　翠松会
(特別養護老人ホーム　伸幸苑野間)

福祉避難所の設置運営に関すること 平成28年10月31日

災害時における避難所の設置
運営に関する協定書

社会福祉法人　ヘルプ協会
（ぐろ～りあ）

福祉避難所の設置運営に関すること 平成28年10月31日

災害時における避難所の設置
運営に関する協定書

社会福祉法人　ヘルプ協会
（ぐろ～りあ東野）

福祉避難所の設置運営に関すること 平成28年10月31日

災害時における避難所の設置
運営に関する協定書

医療法人社団　緑心会
（介護老人保健施設グリーンアルス伊
丹）

福祉避難所の設置運営に関すること 平成28年10月31日

災害時における避難所の設置
運営に関する協定書

社会福祉法人　西谷会
（地域密着型特別養護老人ホーム憩 
荻野 ）

福祉避難所の設置運営に関すること 平成28年10月31日

災害時における避難所の設置
運営に関する協定書

医療法人社団　星晶会
（星優クリニック）

福祉避難所の設置運営に関すること 平成28年10月31日

災害時における避難所の設置
運営に関する協定書

医療法人社団　星晶会
（いたみバラ診療所）

福祉避難所の設置運営に関すること 平成28年10月31日

災害時における避難所の設置
運営に関する協定書

医療法人社団　星晶会
（あおい病院）

福祉避難所の設置運営に関すること 平成28年10月31日

災害時における避難所の設置
運営に関する協定書

医療法人社団　星晶会
（愛正透析クリニック）

福祉避難所の設置運営に関すること 平成28年10月31日

災害時における避難所の設置
運営に関する協定書

医療法人社団　星晶会
（伊丹ゆうあい）

福祉避難所の設置運営に関すること 平成28年10月31日

災害時における避難所の設置
運営に関する協定書

医療法人社団　星晶会
（ささやき）

福祉避難所の設置運営に関すること 平成28年10月31日

災害時における避難所の設置
運営に関する協定書

医療法人社団　星晶会
（輪廻館）

福祉避難所の設置運営に関すること 平成28年10月31日

災害時における避難所の設置
運営に関する協定書

医療法人社団　星晶会
（あゆみ園）

福祉避難所の設置運営に関すること 平成28年10月31日

災害時における避難所の設置
運営に関する協定書

株式会社　北摂福祉研究所
（ほのぼの倶楽部）

福祉避難所の設置運営に関すること 平成28年11月11日
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災害時における避難所の設置
運営に関する協定書

株式会社　北摂福祉研究所
（わくわく倶楽部）

福祉避難所の設置運営に関すること 平成28年11月11日

災害時における避難所の設置
運営に関する協定書

株式会社　北摂福祉研究所
（のびのび倶楽部）

福祉避難所の設置運営に関すること 平成28年11月11日

災害時における避難所の設置
運営に関する協定書

NPO法人　Flat・きた 福祉避難所の設置運営に関すること 平成28年11月11日

災害時における避難所の設置
運営に関する協定書

グループホーム　こころあい伊丹 福祉避難所の設置運営に関すること 平成28年11月17日

災害時における避難所の設置
運営に関する協定の一部を変
更する協定書

社会福祉法人　協同の苑
(さつき）

福祉避難所の設置運営に関すること 平成28年11月18日

災害時における避難所の設置
運営に関する協定の一部を変
更する協定書

社会福祉法人　協同の苑
(くすのき）

福祉避難所の設置運営に関すること 平成28年11月18日

災害時における避難所の設置
運営に関する協定の一部を変
更する協定書

社会福祉法人　明照会
( あそか苑　ももは）

福祉避難所の設置運営に関すること 平成28年11月18日

災害時における避難所の設置
運営に関する協定の一部を変
更する協定書

社会福祉法人　明照会
( あそか苑　みずほ）

福祉避難所の設置運営に関すること 平成28年11月18日

災害時における避難所の設置
運営に関する協定書

株式会社　グッドライフ
（介護付有料老人ホーム　ライフェー
ル）

福祉避難所の設置運営に関すること 平成28年12月19日

物　　資

相互応援協定名 協定締結先 協定内容 締結年月日

災害時における食糧供給に関す
る協定

㈱オイシス 食糧の供給

災害時における食糧等供給に関
する協定

㈱エース 食糧等の供給

災害時における食糧等供給に関
する協定

 
㈱関西スーパーマーケット 食糧等の供給

緊急時における生活物資確保に
関する協定

生活協同組合コープこうべ 生活物資の確保

災害時における食糧等供給に関
する協定

伊丹産業㈱ 食糧の供給

災害時における生活物資供給に
関する協定

伊丹家電事業協同組合 生活物資供給

災害時における食糧等供給に関
する協定

イオン㈱ 食糧等の供給 平成15年 1月 1日

災害時における仮設トイレの設
置協力に関する協定書

㈱ダスキン
ダスキンレントオール伊丹ステーショ
ン

仮設トイレの設置確保に関すること 平成16年 9月 1日

災害時における仮設トイレの設
置協力に関する協定書

㈱レンタルのニッケン 伊丹営業所 仮設トイレの設置確保に関すること 平成16年 9月 1日

災害発生時におけるダンボール
製品の調達に関する協定

セッツカートン（株） 災害時のダンボール製品の調達 平成24年 4月11日

災害発生時におけるダンボール
製品の調達に関する協定

パックミズタニ（株） 災害時のダンボール製品の調達 平成24年 4月11日

災害時における食糧供給に関す
る協定

日本クッカリ－㈱ 食糧の供給 平成26年10月29日

災害時における応急対策物資
等の供給及び施設使用に関す
る協定

(株)LIXILビバ 応急対策物資等の供給等 平成27年 7月24日

災害時における物資の供給等
に関する協定

(株)ポプラ 食糧と生活物資等の供給 平成27年 9月 1日

災害時における物資の供給等
に関する協定

5日で5000枚の約束。
プロジェクト実行委員会

災害時における畳の提供 平成27年11月27日

平成9年4月1日

平成 9年 5月15日
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災害時における健康食品の供
給等に関する協定

ハウスウェルネスフーズ(株) 健康食品の供給 平成28年 3月 3日

災害時における健康食品の供
給等に関する協定

松谷化学工業(株) 健康食品の供給 平成28年 3月 3日

災害時における飲料水の供給
等に関する協定

アクアクララ(株) 飲料水の供給 平成28年10月 4日

災害発生時における衛生用品
及びペット用品の調達に関す
る協定

ユニ・チャーム株式会社 衛生用品及びペット用品 平成28年11月 1日

災害時における応急対策物資
等の供給に関する協定

（株）アヌシ 衛生用品の供給 平成29年5月10日
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災害対応業務

災害応援協
定事業者数

その他

1 ―

2 ―

3 ―

4 ―

5 ―

6 ―

7 ―

8 ―

9 ―

10 ―

11 ―

優先的通常業務

災害応援
協定事業

その他

1 ―

2 ―

3 ―

4 ―

5 ―

民間事業者

民間事業者

応援
要請
業務

応援
要請
業務

受援対象業務の場合に記入

通常優先業務(事務分掌から優先度Ｓ～Ａのもの）

(○○対策部）
非常時優先業務　一覧

（ＢＣＰ・受援計画基礎値）

対策部人員
合計数

応援要請
業務数

必要人員合計

担当課　

0.75

0.75

必要
人員

職員
数

参集率　災害対応業務（地域防災計画の事務分掌）
総数

参集職
員数

うちボラン
ティア数

応援必要数

0

0

0.75

0.75

0.75

0

0

0

0.75

0.75

0.75

0.75

0.75

0.75

0.75

優先度 事務分掌
所属

0.75 0

0

0

0

総数
必要
人員

職員
数

参集率
参集職
員数

応援必要数
うちボラ
ンティア

数

0

0

◆主担
当課

0.75

0.75 0

0

0

0

00.75

受援対象業務の場合に記入

初動期
作成日

(更新日）
民間協力者（協定

等）　一覧
対策部名

対策部　責任者◎

対策部　副責任者◇ ―

フェーズ
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災害対応業務
災害応援
協定事業
者数

その他

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

優先的通常業務

災害応援
協定事業

その他

1

2

3

4

5

(○○対策部）
非常時優先業務　一覧

（ＢＣＰ・受援計画基礎値）

担当課　

0.9 0 ―

◆主担
当課

救援活動期
（3日～1週間）

作成日
(更新日）

対策部名 フェーズ

対策部人員
合計数

応援要請
業務数

必要人員合計

受援対象業務の場合に記入

　災害対応業務（地域防災計画の事務分掌）
必要
人員

職員
数

参集率
参集職
員数

応援
要請
業務

応援必要数 民間事業者

総数
うちボラン
ティア数

―

0.9 0 ―

0 ―

0.9 0

0.9 0

0.9

―

0.9 0 ―

0.9 0

―

0.9 0 ―

―0.9 0

―

0.9 0 ―

0.9 0

受援対象業務の場合に記入

通常優先業務(事務分掌から優先度Ｓ～Ａのもの）
所属

必要
人員

職員
数

参集率
参集職
員数

0.9 0

―

応援必要数 民間事業者

優先度 事務分掌 総数
うちボラ
ンティア

数

0

―

0.9

0

民間協力者（協定
等）　一覧

対策部　責任者◎

対策部　副責任者◇ ―

0.9 0 ―

応援
要請
業務

―

―

0.9

0.9 0
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災害対応業務

災害応援
協定事業

者数
その他

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

優先的通常業務
災害応援
協定事業
者数

その他

1

2

3

4

5

(○○対策部）
非常時優先業務　一覧

（ＢＣＰ・受援計画基礎値）

担当課　

0.95 0

◆主担
当課

対策部人員
合計数

応援要請
業務数

必要人員合計

受援対象業務の場合に記入

　災害対応業務（地域防災計画の事務分掌）
必要
人員

職員
数

参集率
参集職
員数

応援
要請
業務

応援必要数 民間事業者

総数
うちボラン
ティア数

0.95 0

0

0.95 0

0.95 0

0.95

0.95 0

0.95 0

0.95 0

0.95 0

0.95 0

0.95 0

0.95 0

0.95

0.95

通常優先業務(事務分掌から優先度Ｓ～Ａのもの）
所属

0

必要
人員

職員
数

参集率
参集職
員数

民間協力者（協定
等）　一覧

対策部　責任者◎

対策部　副責任者◇ ―

応援
要請
業務

応援必要数 民間事業者

優先度 事務分掌 総数
うちボラン
ティア数

フェーズ

受援対象業務の場合に記入

救援活動期
（1週間～3カ月）

作成日
(更新日）

対策部名

0

0.95 0

0.95

0
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　ＮＯ

作成担当課

フェーズ

0人

■応援要請に関する情報

■受援体制に関する情報

人員体制

勤務時間
(勤務シフト

駐車場所

応援要請業務名
（受援業務名）

本業の必要人数
（応援要請時）

（積算方法）

業務マニュアル有無

対策部名

非常時優先業務
種別

応援要請業務の内容
（事務分掌）

要請する業務内容

応援要請先

指揮命令者 受援担当者

協定の有無

協定締結連絡先

求める資格

求める職種

受入にあたっての
留意点

受援シート

応援側

集結場所

　□あり（協定名：　　　　）　□なし

　□あり（資格名：　　　　）　□なし

　□　行政職員　　□民間企業（協定あり）　　□民間企業（協定なし）　　□ＮＰＯ
　□ボランティア　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

業
務
遂
行
体
制

必要な資機材

主な活動場所

伊丹市側

受入終了連絡方法
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■活動体制（1日の流れ）

伊丹市側 応援側

準備

会議・打合せ

↓

主な活動

1日の報告、情報共有

とりまとめ

翌日作業設計

↓

↓

↓

↓
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〔
様

式
１

〕
 

各
対

策
部

の
応

援
職

員
の

ニ
ー

ズ
〔

応
援

要
請

〕
　
□
各
対
策
部
（
個
別
事
務
担
当
）
⇒
各
対
策
部
（
庶
務
担
当
）
⇒
受
援
本
部

 
要

請
人

数

Ｎ
Ｏ

人
数

主
な

活
動

場
所

担
当

課

 
そ

の
他

情
報対

策
部
名

要
請
日

時

受
援

対
象

業
務

シ
ー

ト
応

援
要

請
業

務
名

期
間

要
請

種
別

詳
細

は
受

援
シ

ー
ト

特
記

事
項

～
□

行
政

関
係

　
□

協
定

先
□

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

～
□

行
政

関
係

　
□

協
定

先
□

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

～
□

行
政

関
係

　
□

協
定

先
□

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

～
□

行
政

関
係

　
□

協
定

先
□

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

～
□

行
政

関
係

　
□

協
定

先
□

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

受
援
本
部

受
理
番
号

物
資

部
、

援
護

部

受
理
番
号

庶
務
担

当

～
□

行
政

関
係

　
□

協
定

先
□

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

～
□

行
政

関
係

　
□

協
定

先
□

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア
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〔
様

式
２

〕
 

伊
丹

市
の

応
援

要
請

需
要

兼
要

請
書

兼
回

答
書

　
□

伊
丹

市
　

⇒
　

応
援

団
体

／
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
セ

ン
タ

ー
提

出
日

：
　

　
　

年
　

　
　

　
月

　
　

　
日

【
伊

丹
市

に
お

け
る

応
援

職
員

等
ニ

ー
ズ

】

団
体

名

担
当

部
署

担
当

者
名

電
話

番
号

Ｅ
-m

ai
l

 
　

応
援

要
請

内
容

Ｎ
Ｏ

人
数

主
な

活
動

場
所

↑
様

式
１

を
コ

ピ
ー

※
期

間
は

見
込

み
持

参
で

き
る

資
機

材
等

 
そ

の
他

情
報

連
絡

欄

被
災

市
名

要
請

日
時

～
□

行
政

関
係

　
□

協
定

先
□

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

伊
丹

市

受
援

対
象

業
務

シ
ー

ト
応

援
業

務
名

期
間

要
請

種
別

詳
細

は
受

援
シ

ー
ト

特
記

事
項

受
援

本
部

担
当 ～

□
行

政
関

係
　

□
協

定
先

□
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア

～
□

行
政

関
係

　
□

協
定

先
□

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

可
（

　
　

　
　

人
）

　
／

　
　

不
可

可
（

　
　

　
　

人
）

　
／

　
　

不
可

可
（

　
　

　
　

人
）

　
／

　
　

不
可

可
（

　
　

　
　

人
）

　
／

　
　

不
可

～
□

行
政

関
係

　
□

協
定

先
□

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

～
□

行
政

関
係

　
□

協
定

先
□

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

合
計

左
記

 
の

要
請

に
対

す
る

対
応

可
否

及
び

そ
の

人
数

可
（

　
　

　
　

人
）

　
／

　
　

不
可

可
（

　
　

　
　

人
）

　
／

　
　

不
可

可
（

　
　

　
　

人
）

　
／

　
　

不
可

～
□

行
政

関
係

　
□

協
定

先
□

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

～
□

行
政

関
係

　
□

協
定

先
□

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

受
援

本
部

受
理

番
号

整
理

番
号

応
援

団
体
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提出日：　　　　年　　　月　　　日

 　対策部名・業務名

担当課

担当者

 　応援職員等

始期 終期

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

※１：本名簿は、対策部（個別事務担当）が応援者の所属先別に作成・更新・保管してください。

(応援団体で作成した名簿でも可）
※２：作成・更新のした場合には、対策部（庶務担当）を通じて、受援本部に提出してください。

活動期間
電話（緊急時）電話番号（個人）

対策部名

応援要請業務名

団体名・所属

団体名・所属連絡先

活動場所

滞在場所

氏名

次のページ　あり／なし（　　／　　）

〔様式３〕 応援職員等名簿

受援本部
受理番号

整理番号

□対策部（個別事務担当）→対策部（庶務担当）→受援本部

応援者情報
ＮＯ

対策部
（個別事務担当）
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提出日：　　　　年　　　月　　　日

 　対策部名・業務名

担当課

担当者

 受援内容（全体）

No 連絡先 応援総数

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

 終了報告

団体名

団体名及び人数

次のページ　あり／なし（　　／　　）

受援内容

期間

活動場所

　　　　　　～　　　　　　　（終了見込）

終了日 年　　　月　　　日

対策部名 対策部
（個別事務担当）応援要請業務名

受援本部
受理番号

整理番号

　□対策部（個別事務担当）→対策部（庶務担当）→受援本部

〔様式４〕受援実施及び完了報告書
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各対策部における被害想定 
（応援業務が想定される主たるもの抜粋） 

 
＜注意＞ 
１ この被害想定基本数値は、非常時優先業務における業務量を定め、人員算定等を補助するものであり、地域防災計画及び阪神・淡路大震災の実績から概算で

見込んだものであり、明確な根拠を示したものではない。 
２ これ以外にも災害対応業務及び優先的通常業務はあることを念頭にし、必要に応じて想定を行い、各項目に追加すること。 
３ 災害の対応行動方法や災害時の必要人数については、①地域防災計画に記載しており、②災害対応業務マニュアルをご確認の上、各部で検討すること。 

対策

部 
被害想定（フェーズ） 

初動期 救援活動期（３日～１週間） 救援活動期（１週間～３カ月） 
調
査
部 

 
・ 被害状況調査は下記の大まかな現認を行

い、被害状況をまとめる 
（全壊数 6,078 棟、半壊 4,880 棟） 
 
・ 被災者の避難誘導（避難者数約 1 万 5 千人） 

 
・ 被害状況調査は下記の大まかな現認を

行い、被害状況をまとめる 
（全壊数 6,078 棟、半壊 4,880 棟） 
 

 
・ 罹災証明書の交付に関する被害認定調査（約

28,000 件） 
 
【算定根拠 (Ｈ29.1 建築物)】 
木造、SR・RC の建築物 34,969 棟×0.8 ≒28,000 件 
参考：阪神・淡路大震災時（H7.1～3）：28,193 件 

環
境
部 

 
・ 廃棄物、し尿処理の処理体制の措置 
（想定数量は「伊丹市災害廃棄物処理計画」に

よる） 
・ 遺体安置所の設置及び収容（死者 520 名） 

 
・ 廃棄物、し尿処理の処理（想定数量は

「伊丹市災害廃棄物処理計画」による） 
 
・ 感染症対策業務の実施 
・ 死者の収容及び埋火葬 
 

 
・ 廃棄物の処分場及び仮置き場の管理に関すること

（想定数量は「伊丹市災害廃棄物処理計画」による） 
 
・ 感染症対策業務の実施 

施
設
部 

 
・ ライフラインの被害状況調査 

阪神・淡路大震災の被災状況と同等とする「災害と対

応の記録（伊丹市）参考Ｐ３以降」 
・ 障害物の除却（緊急輸送道路、緊急啓開道

路の確保） 

 
・ ライフライン復旧 
・ 障害物の除却（災害救助法に伴う倒壊

家屋の処理業務） 

 
・ ライフライン復旧 
・ 障害物の除却（災害救助法に伴う倒壊家屋の処理

業務） 

避
難
部 

 
・ 避難所運営を下記のとおり実施 
（避難者 5,000 人～15,000 人、 
避難所数 26 ヶ所～80 ヶ所） 

 
【算定根拠】 
 （138 施設－未耐震 38 施設）×0.8（2 割は使

用困難と想定）＝80 施設 
 
参考：阪神・淡路大震災実績 
1/17 避難者 2,993 人 避難所 27 ヶ所 
1/18 避難者 6,514 人 避難者 50 ヶ所 
1/19 避難者 8,775 人 避難者 66 ヶ所 

 
・ 避難所運営を下記のとおり実施 
（避難者 15,000 人～7,500 人、 
避難所数 80 ヶ所） 

 
 
 
 
 
参考：阪神・淡路大震災実績 
発災 1 週間後に、避難者数は半減（54％減） 
1/19  避難者 8,775 人 避難所 66 ヶ所 
1/23 避難者 3,848 人 避難所 71 ヶ所 
       

 
・ 避難所運営を下記のとおり実施 
（避難者 7,500 人～0 人） 
避難所数 80 ヶ所～0 ヶ所） 

 
 
 
 
 
参考：阪神・淡路大震災実績 
発災３カ月後（4/30）には、避難者数は０人となった。 
１月後 避難者 824 人 避難所 39 ヶ所（90％減） 
２月後 避難者 253 人 避難所 24 ヶ所（98％減） 
３月後 避難者  0 人 避難所 0 ヶ所 

援
護
部 

 
・ 避難行動要支援者、災害時要援護者の安否

確認（約 8,000 人） 
・ 福祉避難所の開設・運営（38 施設） 

 
・ ボランティア（福祉活動）の受入 
・ 福祉避難所の運営 

 
・ ボランティア（福祉活動）の受入 
・ 福祉避難所の運営 
・ 義援金及び見舞金の受付等 

物
資
部 

 
・ 物資の配付 
・ 食糧の確保 
食糧等の応援物資が届く 3 日間を乗り切るため

避難者 15,000 人の 3 日分の確保（135,000 食）

食料対応 
 
参考：現状の市の食料の確保の考え方 
備蓄 45,000 食 
備蓄以外で災害協定に基づき食糧の確保 

 
・ 応援物資の対応 
・ ボランティア（物資）の受入 
 

 
・ 商工業及び農業関係の被害調査 
・ ボランティア（物資）の受入 
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